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午前10時00分 開議 

（出席議員数17名） 

───────────────────────── 

開  議  宣  告 

───────────────────────── 

○議長（北猛俊君） これより本日の会議を開きます。 

───────────────────────── 

会議録署名議員の指名 

───────────────────────── 

○議長（北猛俊君） 本日の会議録署名議員には、 

今  利 一 君 

関 野 常 勝 君 

を御指名申し上げます。 

───────────────────────── 

日程第１ 市政に関する一般質問 

───────────────────────── 

○議長（北猛俊君） 日程第 1、昨日に引き続き、市政

に関する一般質問を行います。 

それでは、ただいまより渋谷正文君の質問を行います。 

1番渋谷正文君。 

○1番（渋谷正文君） -登壇- 

おはようございます。ふらの未来の会、渋谷正文です。 

通告に従いまして、順次質問をいたします。 

1件目、移住定住による農業担い手対策についてです。 

富良野市には農業を志す人がたくさん訪れます。しかし、

こうすれば農業がやれますよといった制度は、現在のと

ころありません。農家戸数の減少、高齢化の進行に伴い

まして、農業担い手の育成確保に向けて、全市的に共通

の認識を持って取り組む必要があることから、市長は、

平成23年度市政執行方針において、農業担い手対策では

現状と課題、必要な対策、施策の重点化など、関係機関

団体と連携をしながら、整理をして、順次対策を講じた

いと答弁しております。 

この状況を放置しておくと、担い手不足もさることな

がら、国が示す農業経営の規模拡大、生産性の高い農業

経営の育成を考えると、新たな担い手の研修先として指

導する農業者も不足していくのではと懸念するところで

あります。一刻も早い農業担い手対策の事業化が必要で

はないでしょうか。 

ここで市長にお伺いします。 

一つ目として、移住定住による本対策の進捗の状況に

ついてお伺いします。 

二つ目として、現在は特区制度を利用せずに、農地取

得下限面積の規制緩和が可能となっています。優良農地

として存在しているが、高齢化等の諸条件により営農が

困難になった地域に対し、下限面積の見直しを図ること

によりまして、農業に参入しやすい地域として、意欲あ

る新しい農業者を多く集め、地元の方と一緒に地域を活

性化し、地産地消の展開をより推し進めることが可能に

なると考えますが、見解を伺います。 

三つ目として、新規就農者を育成するためには、農業

技術の習得、仲間づくりも重要な要件であります。緑峰

高校農業特別専攻科と連携し、多様な担い手に対する新

規就農養成講座等の各種研修支援が必要と考えますが、

体制づくりについて見解を伺います。 

四つ目として、現在、移住相談者に対しては、移住相

談ワンストップ窓口を設置し、相談者をたらい回しさせ

ることのないように対応をしています。平成22年度の移

住相談を通じた移住実績は17組33名と増加傾向であり

ます。さきに申し上げましたとおり、富良野市には、農

業を志す人がたくさん訪れます。新たに、農業移住のワ

ンストップ相談窓口を開設し、新規就農希望者が目指す

営農スタイルに応じて、就農相談や衣食住の相談を受け

ることができる体制づくりについて必要と考えますが、

見解を伺います。 

2件目、自然災害に対する対策についてです。 

1点目として、河川整備、治水対策であります。 

富良野盆地は平らな盆地であり、河川勾配がとれず排

水が困難な地域であることから、空知川に流入する幾多

の支川のためにも、河道断面の確保や樋門整備とあわせ

た内水排除等の災害対策が必要と考えます。 

富良野川、ヌッカクシ富良野川分水路の計画は平成30

年の事業完了予定であり、ここ数年、農地・農産物の被

害が続いていることからも内水対策は先行すべきであり、

市として、内水対策に関する基本的な考え方の整備方針

を、地域住民の意見をいただきながら、組み立てをする

べきかと思います。 

ここで市長にお伺いします。 

一つ目として、内水排除等災害対応の現状と取り組み

について。 

二つ目として、国及び北海道の河川整備の状況につい

て。 

三つ目として、市の今後の取り組む姿勢についてお伺

いいたします。 

2点目として、通信・連絡手段についてであります。 

総務省の2011年版情報通信白書では、ツイッターやフ

ェイスブックが急速に普及し、ソーシャルメディアの活

用が注目されています。ツイッターを利用して情報発信

している全国の自治体の取り組みを紹介する、経済産業

省のオープンガバメントのサイトでは、平成23年12月

11 日現在で347 の政府、自治体の関連サイトを掲載し、

道内では20カ所の登録があり、防災情報の伝達以外にも、

開かれた行政を目指した取り組みが行われています。 

2011年3月末の内閣府調査では、携帯電話世帯普及率

は92.9％と、情報伝達手段として最も有効なものの一つ

となっています。 
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現在、市では安全・安心メールの運用を行っています

が、事前登録が必要となっています。エリアメールにつ

いては、大手携帯電話会社が運営するもので、緊急地震

速報と同じ仕組みのメール送信システムです。各自治体

が地震や大雨情報、避難準備や避難指示などの情報を行

政区内にある対象携帯電話に送信が可能で、なおかつ、

メールアドレスの事前登録が不要と利便性が高く、観光

客や市内に流入する通勤者に対しても、配信できる利点

があります。 

そして、回線混乱の影響を受けづらいことが特徴とな

っています。従来、自治体には事務手数料や工事費、月

額利用料が必要でしたが、7 月からは自治体向けの料金

が無料化されています。また、他の大手携帯電話会社も、

来年春以降に導入を予定しています。災害情報を得る手

段は多いほうが安心です。災害時の緊急情報伝達として、

メールで一斉配信するサービスの導入をすべきではない

でしょうか。 

第5次富良野市総合計画では、平成24年度以降に地域

FM 局の可聴エリア拡大と緊急情報の迅速化を掲げてお

ります。このことを含め、通信連絡手段の現況と将来の

考え方についてお伺いします。 

以上で第1回目の質問を終わります。 

○議長（北猛俊君） 御答弁を願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） -登壇-  

渋谷議員の御質問にお答えをいたします。 

1 件目の移住定住による農業担い手対策についての農

業参入者の受け入れについての、担い手対策の進捗と今

後の対応についてでありますが、本市の基幹産業であり

ます農業の振興は、行政を初めとする関係者が一体とな

って農業の担い手を育てていく状況づくりが重要と認識

をいたしているところでございます。 

このため、本市におきましては、農外から新規参入を

希望する方々からの就農相談につきましては、市農林課

を中心に農業改良普及センターや、あるいは農業委員会、

農業協同組合など、関係機関団体と連携をしながら、相

談者の立場に立って丁寧に対応してきているほか、北海

道農業担い手育成センターにおきまして措置をしている

就農支援資金や家賃助成など助成制度の利用に当たり、

アドバイスを行っているところでございます。また、就

農後についても巡回訪問などを実施して、営農のフォロ

ーアップを行っているところでございます。 

市といたしましては、現在本市における農業の担い手

対策を中心とした今後の農政の推進方向について検討を

進めるため、市内の農業者を対象としたアンケート調査

を、北海道大学に委託をして実施をしているところでご

ざいます。今後、本調査の結果等を踏まえ、将来の富良

野農業を展望しながら、必要な対策などを整理した上で、

優先度や重点化について検討を深めてまいりたいと、こ

のように考えているところでございます。 

次に、新規参入者に対しての農業技術習得などの受け

入れ体制づくりについてでありますが、現在、本市にお

きましては、農外からの新規参入者が農業ヘルパーとい

った農作業体験を経たうえで、引き続き農業研修の希望

があった方について、市や関係機関、団体の連携のもと、

新規就農に向けての本格研修として、北海道指導農業士

をはじめとする指導力の高い農家の御協力をいただき、

農家研修の受け入れをお願いしているところであります。 

農業技術習得の研修につきましては、受け入れ側の理

解と協力が何よりも必要と考えているところであり、地

域の多くの関係の方々が、就農希望者の受け入れに御協

力をいただけるよう努めてまいりたいと、このように考

えているところでございます。 

次に、農業者の移住受入れなどを一括して相談のでき

る体制づくりについてでございますが、先ほど答弁させ

ていただいたとおり、新規参入を希望する方々からの就

農相談につきましては、市農林課を中心に農業改良普及

センター、農業委員会、農協などの関係機関団体と連携

して対応する体制をとっているところでございます。 

農業者の移住受け入れに当たりましては、衣食住など

生活面につきましても、市はもとより、地域の方々のサ

ポートが重要と考えており、移住希望者の相談について、

きめ細やかな対応をして、移住された方々が、富良野に

おいて安心をして生活していただけるような環境づくり

に努めてまいりたいと、このように考えているところで

ございます。 

2 件目の自然災害における対策についての1点目、河

川整備、治水対策についてでありますが、国や北海道に

おける整備の状況は、石狩川水系空知川河川整備計画、

石狩川上流富良野圏域河川整備計画に基づきまして、国、

北海道がそれぞれ整備を行っているところでありますが、

空知川については、空知川頭首工の改築、災害時におけ

る資材の備蓄と作業が可能となる水防拠点の建設中であ

り、内水排除対策として、樋門ポンプ設置場所の造成を

順次進めてきているところでございます。 

また、北海道についても、東山地区で西達布川河川改

修工事、麓郷地区では布部川砂防工事、扇山・大沼地区

では東八線川河川改修とあわせてベベルイ川の河川工事、

御料地区では四線川と富沢川の砂防工事を進めている状

況でございまして、河川の整備計画に基づき、治水対策

が進められているものと認識をいたしているところでご

ざいます。 

しかしながら、このたびの台風12号による大雨の被害

は、富良野市をはじめ沿線自治体にも甚大な被害をもた

らしたことから、11月1日、富良野地区広域市町村圏振

興協議会として、1市3町1村の首長全員で、上川総合



 - 61 -

振興局へ、富良野圏域における河川整備促進に向け、整

備計画に基づく整備促進、被害河川の適切な維持管理の

充実を強く要望してまいりました。 

当市といたしましては、実施中の諸工事が早期に完成

されるよう、今後も事業予算の確保並びに整備計画の事

業促進について、関係機関で継続して要望してまいりま

す。 

次に、内水排除等、災害対応の現状と取り組みについ

てでありますが、長雨や集中豪雨により河川水位が上昇、

通常の排水が不可能となった場合には、市といたしまし

て、樋門にポンプを設置し、内水排除を行います。内水

の排除に当たっては、国や北海道の情報交換を密に実施

するものでありますが、このたびの災害におきましては、

空知川や富良野川、ベベルイ川にて7カ所の樋門等にポ

ンプを設置し、その対応に努めるとともに、冠水した道

路の通行どめや、家屋に対し浸水を防ぐための土嚢設置

を行い、安全確保に努めたところでございます。 

次に、市といたしましての今後の取り組み姿勢につい

てでありますが、自然災害や事故災害から市民の生命、

身体及び財産を守ることが最重要課題と考えており、そ

のために、河川の整備推進をはじめ、関係機関との連携

を強化し、災害の未然防止に努めてまいりたいと、この

ように考えているところでございます。 

また、地域住民も参加した災害対策協議会なるものを

組織化する考えについてでありますが、本市におきまし

ては、災害対策基本法に基づく富良野市防災会議が組織

されており、市をはじめ防災関係機関が全力を挙げて、

予防・応急・復旧等の災害対策に当たり、災害に万全を

期する富良野市地域防災計画を作成し、対策に当たるこ

ととなっておるところでございます。 

組織につきましては、市、開発建設部、上川総合振興

局などの地方行政機関、消防、警察、陸上自衛隊、NTT、

北電、JR、郵便事業株式会社、土地改良区、富良野医師

会、商工会議所、商工会、JAふらの、森林組合、農業共

済、ラジオふらのなど、防災に対して官民一体となる幅

広い組織機構となっており、災害発生またはそのおそれ

がある場合、各機関がそれぞれ対策本部を設置し、応急

活動を実施することとなっているところでございます。 

次に、2点目の通信・連絡手段についてでありますが、

災害時の情報伝達は、減災、いわゆる被害を最小限度に

とどめるために非常に重要なことでございます。 

まず、市民への情報伝達につきましては、迅速かつ重

層的かつ多様な手法で行うという認識のもと、これまで

のサイレンの吹鳴、広報車の出動、ラジオ放送、これら

の方法による伝達が困難な場合は、戸別訪問といった避

難準備や勧告等の伝達方法に、本年8月1日から安全・

安心メールによる伝達方法を加えたところでございます。 

次に、観光客など一時的に滞在する方々への情報伝達

という面では、市といたしまして、その方々に特化した

伝達手段は持ってございませんが、事業所の責務として

の防災活動、観光にかかわる事業所等を通じての伝達が

実態であります。 

今後におきましては、市と観光協会との情報連携体制

の構築を検討するとともに、御質問のエリアメールの導

入による情報伝達を検討してまいりたいと、このように

考えているところでございます。 

また、第5次富良野市総合計画に基づき、防災緊急メ

ール配信事業や地域 FM 局設備補助事業等を計画的に進

めるとともに、御質問にあったエリアメール、ツイッタ

ー、がばったーの活用など、新たな情報伝達手段につい

ても、その有効性や費用対効果を検討し、市民、観光客

を含め、市全体の防災情報伝達手段の重層化、多様化に

努めてまいります。 

なお、ラジオふらのの可聴エリア拡大につきましては、

市といたしまして、防災の視点から、現在事業者と協議

を重ねているところであり、また、エリアメールについ

ては無料ということもあり、今後において比較的に導入

が容易であると、このように考えているところでござい

ます。以上であります。 

○議長（北猛俊君） 再質問ございますか。 

1番渋谷正文君。 

○1 番（渋谷正文君） では、順次質問させていただき

ます。 

市長から、産業として農業は大切であると、担い手対

策が必要であるとおっしゃられております。私もそのよ

うに思います。富良野の農業をですね、強みととらえま

して、さまざまな展開を私は図れると思います。 

人を呼ぶということを、富良野市としては行っていけ

るのでないかと思っております。 

農業を学べる、このことで人を呼べばよい。その後、

農業を営むことによって地域に定着していただければよ

い。 

一例でありますけれども、農地保有合理化法人、こう

いったものが仮に農地を借り入れ、買い入れした場合に

おいてですね、ハウス等の園芸施設を設置することによ

って、新規就農者等の受け手農家に貸し付けを行う。 

また、新規就農希望者にはですね、この法人が雇用を

行い、研修を行うことによって、適応を見きわめること

が可能であるというふうに思っております。 

国から示されてる今後の新規就農者の支援につきまし

ても、2年間、5年間、150万というのがございます。こ

ういった制度にうまく乗りながらですね、新たな展開を

図っていけることが可能だと思っております。 

新規就農者等の受け手農家の初期の負担が軽減できる

ようにですね、新規就農者の定着、地域での新規作物の

導入にも効果的だと考えますが、このことについての見
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解をお伺いしたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 渋谷議員の再質問にお答えをさ

していただきたいと存じます。 

移住者、特に農業に対する移住の関係でございますけ

ども、富良野市におきましては、平成に入りまして 10

年頃までは、それぞれ観光客が、冬と夏とちょうど逆転

したのが平成10年ぐらいなんですね。テレビドラマ「北

の国から」があって、相当、富良野の名前を売っていた

だきました。 

そういう関係もございまして、富良野で生活をしてみ

たいと、こういうことがふえてきたというのは現実では

ないかと、このようにとらえている。そういう状況の中

にあって、機械化がどんどん進んでいく中、あるいはま

た、昨日御答弁さした中でですね、子弟がやはり、国の

政策として40年、50年代がそれぞれ、第2次、第3の

工業に、それぞれ就職を求める時代になったと、こうい

う状況からですね、非常に後継、あるいは農業に従事す

る方が減少していったと。あるいは、少子化の関係で減

少したと、こういう状況がその土台にあるわけでありま

す。 

そういったことを考えますと、これからの富良野農業

の新規参入というのは、よほど腹を据えて、遊びがてら

来て農業をやるような状況ではなく、将来自分がここで

骨を埋めると、こういうようなですね、何といいますか、

自分の人生をここで決めてやるんだと、そういう意気込

みの方でなければ、農業に従事してもなかなか困難性が

あるというふうに認識をいたしております。 

そういう中で、いま御質問あったいろんな制度の活用

というのが当然、あるわけでございますけど、まず、そ

の人間がどうだということを見きわめる必要性が、まず

あると。こういう点が私は、そういう点に力点を置かな

ければなりません。 

就農して1年も経たんうちに退却するような人も現実

的にいるわけでございますから、そういう人間形成の中

でバックアップする、そういうような状況づくりを関係

機関含めてですね、行政はもちろんでありますけども、

そういう体制がまず必要であると、こういう認識に立っ

て、お答えをさしていただきたいと、このように思いま

す。 

そういう状況を踏まえますと、ただいま御質問あった、

来年度から、それぞれ新規就農に対する国の施策が、い

ま御提案ありました、5年、それぞれ150 万ずつの制度

が設けられました。 

しかし、これをやるのは、国がやると言っても、それ

ぞれ受け皿となる地方自治体が明確に、きちっと基本的

なものをつくって、その自治体であうような、受け入れ

体制が可能、就労可能、あるいは支援体制ができてるの

かできてないのか、こういったことが問われる状況にな

るわけですから、ただいま申し上げました、それぞれの

関係機関団体とですね、もう少しこの点は十分、第5次

総合計画のほうにもうたってるわけですから、具体的に、

それぞれ関係する団体、もしくは、北海道大学という学

問的な立場からのアンケートを含めた中でですね、十分

精査の状況づくりをしながら、人材育成、あるいは人材

の参入について検討する必要があると、このように考え

ているところでございます。 

○議長（北猛俊君） 続いて質問ございますか。 

1番渋谷正文君。 

○1 番（渋谷正文君） はい、さきの私の質問の中にで

すね、下限面積の見直しということを申し上げました。

これはですね、農業に参入しやすい地域として意欲ある

新しい農業者を多く集め、地域の方と一緒に地域を活性

化、そして地産地消の展開をより推し進めたいというよ

うな考えに基づいて御提案をさしていただいております

が、これは、多様な担い手に対してですね、もう少し、

農地等のハードルを下げると申しますか、農業について

も、実は、ばっちり農業やりたいという方もいらっしゃ

いますが、半農、半分農業っていうような方もいらっし

ゃると思います。 

こういったスローライフを求める方についてもですね、

どんどん多くなってきております。農園付き住宅特区の

ような考えも持ってですね、学校開放、生涯学習を拡充

し、そういったことを含めて地域に人を呼ぶということ

も可能かと思っております。このことについて見解を伺

いたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 渋谷議員の御質問に再度お答え

をいたしたいと思いますけど、いま私前段で、それらを

含めてお答えをさしていただいたというふうに理解をし

ているわけでございますけども、いま、その半農的なお

話もありましたけども、富良野の現実の姿はですね、渋

谷さんも農業協同組合にお勤めして、その実態というの

は十分御理解していると思いますけども、富良野の場合

はそれぞれ、地域的によって作物もやはり、土地条件も

違う、あるいは作付内容も変わる、気候状態も多少温度

差があるというような地域もございますから、それに合

った状況づくりをするということも、基本にやらなけば

なりません。 

例えば、いまお話ありました半農的なことで生活が本

当に成り立っていくのかどうか。先ほど申し上げました、

この農業というのには、やはり自分で、その一生をかけ

てやるという気構えがなければ、途中で挫折をするとい

う状況も起こりうるわけですから、こういった点をもう
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少し、入ってくる方が認識をする、あるいはそれを支援

する行政を初めですね、関係の皆さん方がどう受け入れ

て指導していくかと、こういうことにつながっていくん

ではないかと、改めてまたこういう関係で御答弁をさし

ていただくことにいたしたいと存じます。 

○議長（北猛俊君） 1番渋谷正文君。 

○1番（渋谷正文君） はい、わかりました。 

産業研修センター運営委員会ということでお伺いいた

します。これは山部地区にありまして、この利用につい

てはですね、いろいろと検討されてるとこだと思ってお

りますが、今年のこの委員会の開催状況、そして討議し

ている内容についてお伺いしたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 渋谷議員の御質問に、事務的な

ことも含めて、経済部長のほうからお答えをさせます。 

○議長（北猛俊君） 続けて御答弁願います。 

経済部長原正明君。 

○経済部長（原正明君） はい、渋谷議員の再質問にお

答えいたします。 

富良野市産業研修センターの運営委員会の関係でござ

います。こちらにつきましては市で条例を持っておりま

して、その中で、産業研修センターの運営に関する事項

を審議するということで、7 名の委員さんに入っていた

だきまして、利用しているということで、開催状況につ

きましては年に一度でございます。 

主に、この産業研修センターの施設の運営についての

検討でございますので、産業研修センターにつきまして

は、管理棟、それから研修生住宅、それから宿泊棟と 3

つの施設がございます。それ以外に、研修生のための実

習圃場、ハウスが2棟ついてますけども、この中身につ

いての検討をさせていただいていると。実績あるいは今

後の利用方法ということでの検討をさせていただいてい

るということございます。 

○議長（北猛俊君） 1番渋谷正文君。 

○1番（渋谷正文君） はい、1点目については以上とさ

せていただきます。 

2点目について御質問いたします。 

内水排除についてでございます。 

私もですね、地域を歩いてみますと、住民の方からで

すね、なぜ毎年発生するのに原因除去ができないのか、

対応してくれないのかという声を何度か聞いております。 

先ほどですね、防災会議において、こういったことは

対応をしているということでありますけれども、できま

したらその地域有権者、関係者による声を聞くような場

というのをしっかりと設けることによってですね、対策

を講じることが必要ではないかというふうに考えますが、

いかがでしょうか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 渋谷議員の再質問にお答えをさ

していただきたいと存じます。 

災害等における状況の中でですね、まず、御承知おき

いただきたいというのは、いま国の制度は、御承知のと

おり、国河川、国道路、こういう状況、道についても同

じ、市町村についても同じであります。 

それぞれ責任持って、それぞれの地域を守っていく。

自治体で守っていく、こういう状況であります。 

先ほど御答弁さしていただいた中で、国についてと道

について詳細に報告をさせていただいたわけでございま

すけども、その中にあって、それぞれの責任を持つ管理

体制の都道府県、あるいは国においてですね、予算を決

めながら暫時やってるわけでございますから、それにつ

いて、当然いま御質問の中にですね、市といたしまして

も地域の、あるいは地域懇談会、あるいはそれぞれ関係

団体通じて御要望のあったものについては、順次、それ

ぞれの道、国の機関に対しまして強く要望をいたしてき

てるとこであります。 

特に、自然災害で起きました今年の大災害につきまし

ては、市町村単位でなく広域単位で進めていかなければ、

これはなかなか強力な要請になっていかないということ

で、今年から中富良野、上富良野、そして南富良野、占

冠、富良野と1市3町1村で構成する富良野広域圏の中

で、これらについて、対応を、早く予算づけをする、あ

るいは地域要望の中でですね、特にこういう点はぜひ、

早急にやっていただきたいと、そういう要望について陳

情、要請をしてきたところであります。 

そういう状況でございますから、これ地域、この防災

会議で、それらをまとめてやるという理屈にはならない。 

それはそれぞれの地方自治体、あるいは都道府県、国の

それぞれの機関で、いま御質問あったことについてはや

らなけばならないと、このように認識をいたしていると

ころでございます。 

○議長（北猛俊君） 1番渋谷正文君。 

○1 番（渋谷正文君） はい、国、道のですね、やるべ

きことと市としてやるべきことと、私はあると思ってお

りますので、特に市としてやれるべきことというのをで

すね、私も考えてみました。 

排水機場の整備とか遊水池の新設、これを考えますと、

莫大な財政支出を伴うことが既に見えてまいりました。

しかし、現状ある水田の多面的機能を利用した、水田貯

留施設整備を行った、全国にはこういった事例もござい

ます。 

これはですね、あぜを30センチほど上げることによっ

て、一たん水田に雨水を多めに貯留をし、流出を抑制す

るものです。これは本当に水田の多面的利用、水の貯留
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機能を利用したものとなっております。これをですね、

進めることが仮にできればですね、それほどその財政支

出を伴わず、かつ、上流域との連携が必要になってくる

と思います。 

一例でありますけれども、こうした具体的な話をもっ

てですね、要望もそうでありますけれども、沿線協力を

図ることが必要だと思っております。 

市長の見解を伺います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 渋谷議員の再々質問にお答えを

さしていただきたいと思います。考え方として、そうい

う考え方もあるかなという感じがいたします。 

しかしいま、国の制度それから道の制度の中でですね、

いままで過去、北海道が開拓して120年ぐらいになりま

すけども、そういう大きな中でですね、水の取得という

のは、御承知のとおり権利であります。国の権利、道の

権利、市町村の権利と、こういうものが現実にあるわけ

です。 

国に申請をして市町村でやる場合に、権利取得をする

という状況が生まれてくるわけですね。そうしますと、

国がそれを認めてくれるかくれないか、法律を改正する、

そうなりますと、これはもう国会でやらなければならな

い問題に発展するのかなと、こんな感じをいたしており

ます。 

そういう中で、いま御提起あった沿線含めて、あるい

は上川管内における、上川総合開発期成会というのがご

ざいますけども、旭川を中心に23市町村が入っておりま

すけど、こういう中で毎年、それぞれ水の権利を含めた

中の要請も含めて、現在もやっている状況でございます

ので、いま御質問あったのは、急にそういう問題が解決

できるような、いま国のシステムにはなっていないとい

う状況もございますので、その点ひとつ御理解をしてい

ただきながら、御質問については、私たちも十分これか

ら、いい方法を要請していく形をつくっていきたいと、

このように考えてるとこでございます。 

○議長（北猛俊君） 暫時休憩いたします。 

─────────────── 

午前10時40分 休憩 

午前10時41分 開議 

─────────────── 

○議長（北猛俊君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

休憩前の渋谷正文君の質問に対し追加答弁を願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 渋谷議員の再質問に追加答弁を

させていただきたいと存じます。 

一つは、国の減反政策で水田から畑作に大きく転換を

したのは御承知のとおりだと思います。そういう中で、

いま、水位を上げたらと、こういう話でございますけど

も、既にもう減反をやって畑作中心になっているこの地

方においてはですね、また復元をするような状況づくり

は、なかなか私は現実的には難しいと。いまの状況では

できないというふうにお答えをさしていただきたいと、

このように思います。 

○議長（北猛俊君） 1番渋谷正文君。 

○1 番（渋谷正文君） 私が沿線協力をすると言ったの

はですね、富良野市では確かに、水田から畑作に移行し

てきた経過というのは私も十分承知しておりますけれど

も、上富良野、中富良野においてはですね、特に中富良

野町においては1,200町以上の水田を、まだ有しており

ます。 

こういったところを上手に沿線協力をしながら推し進

めることということで、私は言ったつもりであります。

富良野市の状況については理解しております。 

水の流末についてはですね、流末処理を富良野市で行

うのでなくて、上富、中富から協力を願うというような

ことで伝えたつもりですので、いま言ったことを十分理

解して、十分お含みいただいた上で、御意見をいただき

たいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 広域の話が出てきたわけでござ

いますけども、私は、特に農業の関係でですね、それぞ

れ市町村によってつくる作物あるいは農家の選択という

のが当然出てくるわけですね。 

行政で押しつけて、これをやりなさいということには

ならないんですよ。ここはやはり、これからの農業を行

う上においてですね、選択制がいま、取り入れられてや

っている状況を考えましたときにですね、いま、水の話

で、渋谷さんのお話を聞いていますと、沿線で何でもま

とめてできるようなお話になりますけども、そうにはな

かなか、それぞれの議会がございますし、住民の考え方

もありますし、そういうことを総合的に、行政というも

のは判断してやらなければならないということで御理解

を賜りたいと、このように思います。 

○議長（北猛俊君） 1番渋谷正文君。 

○1 番（渋谷正文君） はい、合意形成を持って進むべ

きということは十分理解しております。そのようなこと

で進めることを期待しております。 

次の2点目について、質問を移らせていただきたいと

思います。情報の伝達についてですね、非常に前向きな

御意見、御発言、御答弁をいただきました。 

1 点確認したいと思いますが、こういったその、情報

伝達についてはですね、常に電気があるということを前

提にしております。災害発生時においてはですね、停電

時がございます。情報伝達の方法についてはどのような
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想定をされておりますか。 

ファックスを使うということが防災計画にありますけ

れども、停電になりましたらファックスは使えません。

市の、市から連絡する各出先についてもですね、どうい

った状況になっているのか。備えある対応をしているか

と思いますので、この件についてお聞きしたいと思いま

す。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） それぞれ事務的なことも含めま

して、担当の総務部長のほうから、まずお答えをさして

いただきます。 

○議長（北猛俊君） 続けて御答弁願います。 

総務部長古東英彦君。 

○総務部長（古東英彦君） 渋谷議員の情報伝達の御質

問につきまして、お答えをさしていただきます。 

ただいま停電時の対応という御質問ですけれども、い

わゆる停電につきましてはですね、まず第一義的に停電

時どうするかということにつきましてはですね、まず、

電力復旧の対策を行わなければならないというのがです

ね、私どもで定めておりますところの防災計画にもござ

います。 

電気供給事業者は当然ながら、こういった防災業務計

画につきましては、電気事業者がきちんと定めていると

ころでありますし、また、災害時の停電対応につきまし

てはですね、富良野市と、それから電気保安協会が協定

を結んでおりまして、公共施設等の電力復旧につきまし

ては優先的に対応していただくと、こういう状況になっ

てございます。 

その中での、停電時の情報伝達対応ですが、使える手

段を駆使して行うという内容でございますけれども、ま

ず、固定電話が使えないような状況でございましたら、  

携帯電話等で職員等には緊急連絡網等で、これは対応す

ることになっておりますし、また、市民への周知につき

ましては、物理的な状況でございますけども、広報車で

市民に対しての周知を行う。 

また、市にございますFMふらのにつきましては、災害、

停電時におきましても時間の非常用対応ということは備

わっておりますので、ラジオ放送を通じる中での、復旧

までの伝達の手段としてあるのではないかというように

思っております。 

それから、現在8月から取り組んでおります安全・安

心メール、こういったものでも、市民に災害時の緊急連

絡も可能かと思いますし、これらによる登録の拡大も図

ってまいりたいというように考えております。 

また、一定程度電話が通じるようになりますと、市か

ら町内会等への電話連絡と、こういう体制も考えている

ところでございます。 

私どもの市の施設といたしましては、停電時におきま

しても2時間程度の状況対応は可能なような設備になっ

ております。以上でございます。 

○議長（北猛俊君） 1番渋谷正文君。 

○1番（渋谷正文君） 2時間ほどの無停電装置が作動す

るというようなお話を伺いましたけれども、本庁舎内で

ということだというふうに思っております。 

山部ですとか東山の庁舎についても同様なのかお伺い

いたします。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

総務部長古東英彦君。 

○総務部長（古東英彦君） 支所につきましては、その

ような状況には現在のところ、なっていない状況でござ

います。 

○議長（北猛俊君） 1番渋谷正文君。 

○1 番（渋谷正文君） ということは、なかなか連絡が

行き届かないということで、いまの話を聞くと人海戦術

で走って連絡するような形が想定されます。 

つかさどる行政といたしましてはですね、こういった

ところですね、ないからいいんだわということに私はな

らないというふうに思います。しっかりと対応すべきだ

と思いますが、見解を伺います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

総務部長古東英彦君。 

○総務部長（古東英彦君） 支所のほうにつきましては、

いまお答えしましたように停電時の対応という状況には、

いまなっておりませんけれども、人海戦術がとらなけれ

ばならないという状況もあろうかと思いますけれども、

これらの対応についても、すべてのいろんな通信手段が

ございましたときには、必要な対応かというように思い

ます。以上でございます。 

○議長（北猛俊君） 1番渋谷正文君。 

○1 番（渋谷正文君） 改めてですね、停電時における

ですね、対応についてですね、しっかりと市のほうで検

討していただかなければ、ただいまの答弁聞きますとで

すね、どうも形が見えないですね。人が動けば何とかな

るっていうような、いわゆる人に帰属してる状況だと思

います。 

あくまでも行政ですから、仕組みとして物事を動かし

ていかなければならないと思います。いまのお話はです

ね、市の庁舎の中の話であります。これを受ける側、市

民は、生命、そして身体、財産を保護しなければいけな

いと、防災計画のほうに記されております。 

こういったことも踏まえてですね、前回の9月の避難

所においては、また、災害の派遣については、市の職員

も100名以上出ていたというふうに伺っております。 

広域になった場合については、先ほど言いました人海

戦術によってですね、行うということは非常に難しいと
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思っております。しっかりとした対応をしていただきた

いと思います。 

今後ですね、こういったことについて、討議を行うこ

とをお願い･･･。すいません。失礼しました。討議するこ

とをしっかりとやっていただきたいと思います。 

市長の見解を伺います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 渋谷議員の再質問にお答えをさ

していただきたいと思います。 

いま、総務部長から御説明をさしていただきました。

現在、ちょっと言葉の表現でですね、人海戦術的なもの

も有効な場合もありますし、あるいはいま、御質問の中

でですね、そういう伝達手段があっても、いま単身世帯

だとか、あるいは高齢世帯だとか、いろいろ世帯がいま

あるんですね。 

ですから、連絡を行っても対応できないというのが、

富良野の一部地域においては、そういう現象が起きてる

んですよ。ですから、先ほど総務部長が人海戦術という

言葉で、表現は悪いかもしれませんけども、そういうこ

ととあわせてやらなければですね、ただ伝達すれば、早

く伝達すれば済むというものでは、この災害というのは、

過日の9月に起こった災害で経験をした実態であります。 

ですから、いま御質問あった中でですね、実際にやる場

合には、当然人海戦術も、これ必要であります。ボラン

ティアの人海も、お手伝いも必要であります。そういう

あらゆる手段を使った中で、この防災というのは対応し

ていかなければならないというのが、私は基本でありま

す。 

ですから、いま御質問あった問題については、できる

限りの対応については、市としても対応していきたいと、

このように考えているとこでございます。 

○議長（北猛俊君） よろしいですか。 

（「了解」と呼ぶ者あり） 

○議長（北猛俊君） 以上で渋谷正文君の質問は終了い

たしました。 

次に、小林裕幸君の質問を行います。 

2番小林裕幸君。 

○2番（小林裕幸君） -登壇- 

通告に従いまして、質問をいたしたいと思います。 

富良野の冬季観光の柱となるスキーですが、昨今の現

状を見ると非常に厳しい状況にあり、多くの対策を講じ

ているところであります。富良野スキー場のすばらしさ

を市民の皆さん、子どもたちが再認識し、セールスマン

になっていただきたいと思います。 

私が小学生のころは、近くの裏山でスキー学習を行っ

ており、スキー遠足で、当時の北の峰スキー場に行った

とき、その雄大さに心を奪われたものです。私も多くの

スキー場に行きましたが、これだけ大きなスキー場の眼

下にまちが広がるスキー場はなかったかと思います。 

第4回臨時会において可決されました、子どもスキー

技術向上支援事業による無料パスの申し込みが 95％を

超えているようにお聞きし、子どもたちの関心の高さが

うかがえるところでございます。 

スキー立地条件に優れた富良野において、冬季限定の

スポーツであるスキーだからこそ、子どもたちにスキー

の楽しさを知っていただきたいと思うとともに、体力の

向上を図るため、スキー学習は欠かせないものと考えま

す。 

無料パスにより保護者の経済的な負担は少なくなりま

したが、スキー用具に関しては、子どもの成長がはやく、

すぐに合わなくなることから、保護者の経済的な負担が

多くなると思われます。少しでも、保護者の経済的な負

担を軽減するため、学校もしくはPTAでのスキー用具リ

サイクルの取り組みの状況をお伺いし、1 回目の質問と

いたします。 

○議長（北猛俊君） ここで10分間休憩いたします。 

─────────────── 

午前10時58分 休憩 

午前11時07分 開議 

─────────────── 

○議長（北猛俊君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

休憩前の小林裕幸君の質問に御答弁を願います。 

教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） -登壇- 

小林議員のスキー学習の充実についての、スキー用具

のリサイクルについてお答えをいたします。 

本市では、へそとスキーとワインのまちを標榜する中

において、小中学校では、冬期間の体育授業については

スキー授業を中心に取り組んでいるほか、スキースポー

ツ少年団、スキー部活動においても活発に行われており、

例年全道大会はもとより全国大会、国際大会等にも出場

し、好成績を残しているところであります。 

こうしたことから、教育委員会といたしましては、平

成23年第4回臨時議会において可決をいただきました、

子どもスキー技術向上支援事業及び小中学生スキーリフ

ト無料パス券の発行により、スキーに対する取り組み支

援をさせていただいており、現在までの利用実績といた

しまして、11月26日、27日で773名、また、12月3日

から4日で407 名、さらに12月10日から11日が579

名で、合計延べ1,759名が6日間で利用した状況でござ

います。 

そのような中にあって、スキー用具購入につきまして

は保護者の負担ですが、経済的理由による生活困窮家庭

に対しましては、就学援助として小学生で2回、中学生

で1回、用具購入に対して援助している状況でございま
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す。 

各家庭において不要となったスキー用具のリサイクル

についての取り組みについてでございますが、一部の学

校では、PTA を通じてリサイクルできるスキーの交換を

実施しております。 

また、リサイクルセンターで実施しております「リサ

イクル市」において、年間30組ほどのスキー用具のリサ

イクルが行われております。 

また、広報ふらのを通じてダイヤル交換市を行ってお

りますので、リサイクルを希望される方については、積

極的に利用をお願いしているところでございます。 

以上でございます。 

○議長（北猛俊君） 再質問ございますか。 

2番小林裕幸君。 

○2 番（小林裕幸君） ただいまの御答弁の中で、生活

困窮家庭に対して就学援助として小学生で2回、中学生

で1回、用具の購入に対して助成をしているということ

でありますが、ちょっと中身について詳しくお伺いした

いんですが。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） 小林議員の再質

問にお答えをさしていただきますけども、就学援助とい

うことで、体育用具の購入内容で、小学生で1年から3

年生で1回、スキー用具を2万5,300円、交付しており

ます。それから4年生から6年生まで1回、これも同じ

2 万 5,300 円交付をしております。中学生では 1 回、3

万6,300円交付をさしていただいております。 

22年度の援助の状況の実績でございますけども、小学

校で81名、204万9,300円でございます。 

中学校では50名、181万5,000円、これを援助、交付し

ているところでございます。以上でございます。 

○議長（北猛俊君） 続いて質問ございますか。 

2番小林裕幸君。 

○2番（小林裕幸君） はい、ありがとうございました。 

ここでですね、なぜ私がリサイクルの話をしたかと申

しますと、ある地域のですね、議会報告会におきまして、

年に2回程度のスキー学習でスキーを買っていられない、

ということで、その子どもはスキー授業のときには休ま

せるというお話がありました。それは本当ですかと聞い

たら、いや本当ですということで伺っております。 

そのような実態が実際あるのかどうか、その辺、確認

されてるかどうかお伺いいたしたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） 小林議員の再々

質問にお答えをさしていただきますけども、そういう実

態の報告というのはございません。 

いま、お話の中で触れられておりますけども、私ども

としては、さっきリサイクルの話もされておりましたけ

ども、それぞれ各学校においてですね、交換できるスキ

ーについては、取り組みもいま進めておりますし、また

市P連でもですね、その動きもありますので、私はいま、

小林議員のほうから御質問あります、そういう実態につ

いては、とらえておりません。 

○議長（北猛俊君） 2番小林裕幸君。 

○2 番（小林裕幸君） はい、わかりました。実際、あ

ってはならないことだと感じております。 

それから、リサイクル、一部の学校ではリサイクルを

やっているということなのですが、一部、どれぐらいの

一部の学校がやっておられるのか、お伺いしたいと思い

ます。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） 小林議員の再々

質問にお答えをさしていただきますけども、現在、取り

組んでいる学校につきましては、布部の小中学校と樹海

中学校と麓郷小学校のほうで実施しております。 

先ほども御答弁させいただきましたけども、いま、富

良野市PTA連合会としてもですね、その取り組みをして

いくという方向でいま、会のほうにはお話をさしていた

だいておりまして、そんなことでいま、できるだけです

ね、先ほども御答弁しておりますけども、それを幅広く

ですね、スキー交換できるような形を、そういうのを取

り組んでいきたいと思っております。以上でございます。 

○議長（北猛俊君） 2番小林裕幸君。 

○2 番（小林裕幸君） 私もですね、スキーの指導員や

っているわけで、学校のスキー学習のですね、指導もや

ったことがあります。 

その中でですね、ただいまスキーのリサイクルという

ことで、リサイクルセンターあるいはリサイクル市、あ

るいは一般のリサイクルショップですか、そういうとこ

ろ、興味があるんで見るわけでございますが、いまだか

つて昔の10年前のスキー板が並んでいると。 

いまはですね、カービングと言ってサイドカーブの強

いスキーが主流となっておりますが、昔の、そのズドン

としたまっすぐのスキー板が、一般のリサイクルに出て

いる現状であります。 

私も、スキー学習の指導のときですね、子どもを持つ

わけですが、そのときに、それはたまたまいたのかもし

れませんが、カービングでないスキーを履いた子どもが

おりました。するとですね、スキーの性能が全然違うも

んでございますので、簡単に曲がってこないという現実

がございます。 

今後は PTA、もしくは学校ですね、リサイクルを進め

る中で、旧型のスキーは、これは、いまの技術上好まし
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くないんだよ、というようなことをですね、しっかり言

ったうえでリサイクルを進めていただきたいと思います

が、その辺のお考えをお伺いいたします。 

○議長（北猛俊君） 暫時休憩いたします。 

─────────────── 

午前11時15分 休憩 

午前11時16分 開議 

─────────────── 

○議長（北猛俊君） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

小林裕幸君の再質問でございますけれども、内容を再

度整理されて御質問いただきます。 

2番小林裕幸君。 

○2 番（小林裕幸君） 大変失礼しました。リサイクル

に関しまして、スキー用具に関してのことを申しました

が、その辺をですね、熟知されてリサイクルを行ってい

ただきたいと考えております。 

今後ですね、PTA の中で、全学校で進めていくという

ことでございますので、今後ともリサイクルに関して十

分承知をされ、実行されていただきたいと思います。以

上です。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） 小林議員の再々

質問にお答えをさしていただきますけども、スキーに関

してですね、せんだって第4回臨時会において予算を議

決いただきました。 

インストラクターの先生方の御指導もありますので、

私はスキー、カービングスキーであろうが板の長いスキ

ーであろうが、それは別にいたしまして、そういう指導

をしっかりしていただく、このことが重要かなとこんな

ふうに思っておりますし、また先ほどもお話をさせてい

ただいとりますけども、保護者の経済的な負担を軽減す

るという意味からですね、このスキーのリサイクルにつ

いては推進をしていきたいと、このように思っておりま

す。以上でございます。 

○議長（北猛俊君） よろしいですか。 

（「了解」と呼ぶ者あり） 

○議長（北猛俊君） 以上で小林裕幸君の質問は終了い

たしました。 

次に、日里雅至君の質問を行います。 

17番日里雅至君。 

○17番（日里雅至君） -登壇- 

通告に従い質問をしてまいります。9 月定例会で質問

をいたしております、東4条街区再開発事業、そして景

観計画の策定、コンパクトシティと駅東側商業施設につ

いて、市民周知と合意形成について、再度質問をさして

いただきます。前段を省略し、簡潔にお尋ねをいたしま

す。 

まず、地権者合意と都市計画決定の関係についてお尋

ねをいたします。9月の説明では、権利者3名の合意が

得られていないという答弁でございました。 

東4条街区の再開発事業の都市計画決定においては、

地区内権利者の意向を反映し、都市計画決定を打ったと

認識をいたしております。合意に至らなかった3名の方

がいるということは、その方々を除いた都市計画決定の

変更をしないと事業が進まないと解釈いたしております

が、この点について再度お尋ねをいたします。 

2点目でございます。9月定例会においても、東4条街

区再開発事業の質問をしたところでございますが、その

後の具体的な時系列、経過を含め、最新の進捗状況をお

尋ねいたします。 

3 点目でございますけれども、事業計画などの内容に

関しまして、庁舎内の富良野市中心市街地活性化推進本

部会議で検討された内容、そしてどのように検討された

かお尋ねをいたします。 

次に、景観法の施行に伴う景観行政団体として窓口を

一本化しては、という考えについて前回お尋ねをいたし

ましたが、回答がございませんでしたので、どのような

考えで進められるのかお尋ねをいたします。 

次に、コンパクトシティと駅東側商業施設については、

市民消費行動に関するアンケート調査を実施し、分析、

検討をし、庁内ワーキングで課題整理をしているとのこ

とでございますけれども、どのように検討されたか、お

伺いをいたします。 

次に、中央歩道橋について、安全対策と改修について

お尋ねをいたします。中央歩道橋は、昭和44年の開通以

来、駅東側と駅西側を結ぶ歩道橋として市民に大変多く

利用されております。今年で42年を経過いたしておりま

す。現状の課題、耐震度、安全性、利用度、雪対策、そ

して現在、市で行っております長寿命化修繕計画の策定

の内容、改修計画についてお伺いをいたします。 

3 件目でございます。行政組織及び運営について、教

育委員会の職務権限の特例についてお伺いをいたします。 

市の組織機構整備に当たっては、新たな富良野市総合計

画、実施計画を効果的かつ効率的に実行し、市民ニーズ

の多様化、市政の重要課題や新たな課題に的確に対応す

る必要があります。 

そのために、現行の部、課、係制度を維持することを

前提に、時代状況の変化や課題の重要性、緊急性などに

対応できる組織が必要と考えます。 

平成 19 年に地方教育行政の組織及び運営に関する法

律が改正されました。芸術文化やスポーツ行政について

は、総合的なまちづくりの観点から、他の関連行政とあ

わせて自治体の長、つまり市長が一元化的に掌握できる

ことになりました。 

こういう観点から、今後の組織編成にあたって、市長
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部局については、現在各部の掌握を基本とする一方、現

在、教育委員会が所管している芸術文化やスポーツなど、

市の諸施策と横断的な連携、協力によって施策の一層の

充実、地域の振興が図れると思います。さらに、まちづ

くりの総合的な推進や地域の活性化につながることが期

待できます。 

市長にお尋ねをいたします。教育委員会の職務権限を

検討し、新たな枠組みを構築する考えと、組織機構、事

務効率化、事務推進について、どのように考えているか

お尋ねをいたします。 

次に、芸術文化、スポーツ行政の市部局への移行につ

いてお尋ねをいたします。芸術文化とスポーツは、人々

の心のつながりや相互理解など、心豊かな社会の形成と

心身の両面による健康の保持増進に資する活動でありま

す。 

本市における芸術文化、スポーツ行政は、生涯にわた

って行う学習活動の一環として、各執行機関の枠組みや

部門を超えて、幅広く取り組んでいく仕組みの構築と考

えます。 

芸術文化行政は、本市では、富良野演劇工房を中心に、

市民の創造･･･失礼、もとい、演劇創造の感動する拠点と

して、富良野からの芸術文化の発信拠点、演劇だけでは

なくて観光拠点、雇用の拡大、地域振興、子どもから高

齢者まで幅広く活動されております。新しいコミュニテ

ィー活動とネットワークの広がりを通して、さらに文化

芸術の振興を図るものと考えます。 

市民、地域団体、企業と行政が連携、協力する芸術文

化活動の展開は、魅力あるまちづくりの推進力となり、

こうした活動をより拡大し促進することが、本市の目指

すまちづくりに大きく寄与することになると、私は思っ

ております。 

文化施設を核にしつつ、富良野のまち全体をステージ

としたさまざまな芸術文化活動の展開とともに、教育的

視点のみならず、全部局を挙げた取り組みにより、市民

が芸術文化に親しみながら活動、交流を深め、市の芸術

文化的資源を地域づくりやまちづくりに積極的に活かし、

文化の薫り高いまちの形成、そしてにぎわいと活力のあ

るまちを創出していくことが望まれます。 

また、スポーツ施策はスポーツ振興法の枠の中にあり

まして、教育からの視点が強く意識されたものとなって

おりますが、一方では、スポーツは保健や福祉など、教

育以外の行政分野とのつながりも深くなっております。 

地域経済の活性化への寄与も期待されているところであ

り、スポーツ振興を市全体のより大きな取り組みに広げ、

さらに多くの市民のかかわることで、健康づくりやまち

づくり、地域づくりなどの市の事業とスポーツとの連携

を一層深めていく仕組みを構築、拡充することが必要と

考えます。 

これまで、市教育委員会が担ってきた芸術文化、スポ

ーツ行政について市長部局に移行させ、市長のリーダー

シップのもと、事務事業の拡大を図りながら、市として

総合的に推進していくお考えをお聞かせいただきたいと

思います。 

また、教育委員会が学校教育に特化する組織づくりに

ついても、お考えをお尋ねいたします。 

以上、1回目の質問を終わります。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） -登壇- 

日里議員の御質問にお答えをいたします。 

1 件目の中心市街地活性化についての、東4条街区再

開発についての計画の進捗状況についてでありますが、

地権者合意と都市計画決定の関係につきましては、社会

資本整備総合交付金を受ける市街地再開発事業において

は、国費投入の関係上、同意を得られていない箇所につ

きましては、事業認可申請の対象とならないことから、

同意を得られた箇所で事業を進めてまいりますが、今後

も引き続き、まちづくり会社が、事業実施期間内におけ

る事業参加への同意について、努力を続けていくことに

なっておるところでございます。 

今回の市街地再開発事業につきましては、種類、名称、

位置、区域、建物の概要など、事業の基本的な枠組みが

都市計画決定されており、現段階で合意に至っていない

地権者がおりますが、市街地再開発事業の基本的枠組み

が変更されるものでなく、都市計画決定区域の変更を要

しません。 

なお、事業認可後、各戸別建築面積などの増減がある

場合、区域の変更ではなく、建築面積など都市計画内容

の変更が必要になることも考えられますので、引き続き

北海道と協議をしてまいりたいと考えておるところでご

ざいます。 

次に、東4条街区市街地再開発事業構想の新聞報道以

降の進捗状況についてでありますが、9月21日にまちづ

くり会社より、計画していた温浴施設について、事業採

算性が困難なことから除外することを決定した旨の連絡

を受けたところであります。 

これを受け、9月30日に、その後の事業スケジュール

等、年度内の事業費の執行について北海道と協議をいた

し、予定していた事業内容を変更して、本年度の事業は

事業認可申請、地盤調査委託、建築実施設計委託を実施

することになったところであります。 

市におきましては、10 月 12 日に中心市街地活性化推

進本部会議を開催し、変更後の計画内容、具体的な財政

見通し、施設のあり方を含め、市の対応について議論を

し、庁舎内での幅広い意見を集約するため、10 月 17 日

から11月28日まで7回の検討委員会を開催をいたし、



 - 70 -

第5次総合計画に掲げる基本目標、個別目標、推進施策

を含め、本事業への行政のかかわりなど、課題整理を行

ったところでございます。 

この検討委員会での検討内容を受け、11 月 30 日、12

月5日に本部会議を開催をいたし、本事業の検討を行っ

てきたところであります。 

次に、市推進本部会議の検討内容についてであります

が、東4条街区地区第1種市街地再開発事業におきまし

て、ふらのまちづくり株式会社からの行政施設、行政窓

口の設置経過について、本市の将来を見据え、基本計画

に書かれている賑わいの創出とまちなか居住という二つ

の基本方針に沿って、基本計画にある行政窓口及び将来

に向けた行政施設などについて、身の丈に合った財政状

況を踏まえ、具体的な施設の必要性について検討を行っ

ているところであります。 

本部会議で整備計画等を検討したのち、まちづくり会

社と協議の上、市の方針を決定し、議会に御報告をした

いと考えているところであります。 

次に、本市全体における景観行政についてであります

が、景観法に基づく景観計画につきましては、道内につ

いては、景観行政団体となった市町村の区域を除き、北

海道が景観行政団体として北海道景観計画を策定し、良

好な景観形成に向け取り組まれ、北海道からの協議につ

いては、現行、企画振興課を窓口としております。 

本市の良好な景観はかけがえのない財産であり、第 5

次富良野市総合計画においても「ふらのらしさの景観保

全事業」として、景観計画の策定、景観関係条例の制定

など、景観保全手法及び景観環境向上の検討を計画した

ところであり、今後、景観行政団体となり、景観計画を

作成するためには、広範な事前検討が必要なことから、

庁内に検討委員会を設置し、協議検討を進めてまいりま

す。 

次に、コンパクトシティと駅東側商業施設の考え方で

ありますが、平成22年度に策定した富良野市都市計画マ

スタープランにおいて、コンパクトシティへの概念とし

て、駅西地区、駅東地区、北の峰地区の都市計画用途地

域内を範囲として、既にインフラ整備が整った市街地を

中心に都市機能を集約することで、行政コストの低減も

図られるコンパクトなまちづくりを目指すこととしてお

り、その中で、中心市街地活性化基本計画に掲げる 77

ヘクタールについては、富良野市街地の地域中心ゾーン

として、地域経済の活性化、生活の利便性を高める場所

として位置づけておるところであります。 

このことから、市民の消費動向などを把握するため、

市内全域の1,063世帯を対象にした富良野商圏商業動向

調査を、北海道二十一世紀総合研究所に委託をして、本

市の今後の商業環境、消費者像、居住地域によって異な

る買い物利便性に対する満足度、人口集中地区に関する

考察、人口集中地区から距離が離れている地区における

高齢化の懸念、中富良野町における大型商業施設ベスト

ムの影響などについての調査結果報告を受けたところで

あります。 

今後、市といたしましては、この商圏商業動向調査の

結果及び駅東側の商業施設について十分検討のうえ、関

係団体と協議を進めてまいります。 

次に、2 件目の中央歩道橋についての安全対策と改修

についてでありますが、中央歩道橋は、昭和44年10月

に開通以来、駅前と駅裏を結ぶ跨線人道橋として、通勤、

通学のほか、多くの市民に利用されているおります。 

本橋の安全性につきましては、橋上の設計荷重は1平

方メートル当たり350キログラムで、耐震に関する設計

値は、震度6強に耐えうるものとなっており、劣化に関

する予備調査の検証では、経年劣化に伴う局部的な塗装

のはがれと錆びが発生しているものの、現状におきまし

ては、部材剛性の低下による落橋、あるいは破壊となる

損傷は認められておりません。 

また、冬季の管理につきましては、市道と同様に、委

託業者に積雪量が 10 センチ以上になった場合に除雪を

行い、通行の安全確保をしているところでございます。 

次に3件目の行政組織及び運営についての、教育委員

会の職務権限の特例についてお答えをいたします。 

市長部局で文化・スポーツ事業の一元化に向けた考え

についてでございますが、教育委員会の職務権限の特例

につきましては、平成19年に地方教育行政の組織及び運

営に関する法律の一部改正により、地方公共団体の長が

教育委員会の所管する事務のうち、文化財保護を除く文

化及び学校における体育を除くスポーツに関する事務を

管理、執行することができると規定されたところでござ

います。 

現在、本市の文化・スポーツ行政に関する事務につき

ましては、教育委員会の所管事務として、第5次富良野

市総合計画及び第6次社会教育中期計画に基づきながら、

芸術文化の推進及び生涯スポーツの推進に向け、市民の

ニーズを的確にとらえながら、さまざまな教育施策を推

進しているところでございます。 

そのような中において、現在、北海道では、知事部局

と教育委員会で、それぞれ所管する文化・スポーツ行政

に関する事務を、平成24年度から職務権限の特例を適用

し、知事部局で総合的な文化・スポーツ行政の推進を予

定しているところでございます。 

本市におきましては、これまで法律改正によって義務

化された教育委員会所管事項の点検・評価を実施してお

り、また、努力目標化された文化・スポーツ行政の市長

部局委譲について、本年度、評価委員会において知見を

有する学識経験者とも委譲の話題について協議をしてま

いりました。 
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また、中学校において、平成24年度に新学習指導要領

が全面実施となり、武道やダンス等が必修科目になるこ

とから、スポーツ関係団体との協議を進めてきており、

現時点では、文化・スポーツ行政は現体制で進めていく

考えでございます。 

なお、法の趣旨を鑑み、今後、評価委員との意見交換

や社会教育委員会にも諮問をするとともに、文化団体、

スポーツ団体からの意見聴取をしながら、あわせて市長

部局と教育委員会との協議も進め、さらには、他の自治

体の推移も注視しながら調査研究をしてまいりたいと、

このように考えているところであります。 

次に、教育委員会の学校教育に特化する組織づくりに

ついてでありますが、地方教育行政の組織及び運営に関

する法律第23条で、教育委員会の職務権限として、学校

教育、社会教育のほか、地方公共団体における教育に関

する事務を管理、執行することが規定されております。 

先ほど御答弁させていただきましたが、法律改正によ

って新学習指導要領全面実施をまず優先をし、さらには

文化・スポーツ行政の一元化に向け、これまでの長い歴

史等に対して整理をする課題もございますので、教育委

員会の学校教育に特化する組織づくりにつきましては、

教育委員会とも協議をしながら、少し時間をかけて考え

てまいりたいと、このように考えているところでござい

ます。以上であります。 

○議長（北猛俊君） 再質問ございますか。 

17番日里雅至君。 

○17番（日里雅至君） まず、中心市街地の関係から再

度お尋ねをいたしたいというふうに思います。 

都市計画決定の部分の、いま、御説明をいただきまし

たけれども、要するに現況としては、再開発事業の都市

計画決定のエリアと、それから交付金事業に対する再開

発の事業するエリアが一致してないということの理解で

よろしゅうございますか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 日里議員の御質問にまず、経済

部長のほうからお答えをさしていただきます。 

○議長（北猛俊君） 続けて御答弁願います。 

経済部長原正明君。 

○経済部長（原正明君） 日里議員の再質問にお答えい

たします。 

いま日里議員がおっしゃったように、再開発の事業と

しての都市計画の決定エリアと、お金を国からいただい

て事業を進める交付金事業のエリアがずれているという

ことについては、現況をそのように申し上げていいと思

います。 

○議長（北猛俊君） 続いて質問ございますか。 

17番日里雅至君。 

○17番（日里雅至君） 新聞でですね、大きく構想図が

発表されて、私も9月の定例会のときに進捗含めてです

ね、今後の事業の方針含めて、いろいろとお尋ねをさし

ていただきました。 

順調に推移をしてるというふうに思っておりましたけ

れども、いま、本当にこの枠の、枠っていいますか、エ

リアの中では非常にメインであったその温浴施設という

ものが、採算、事業採算が困難だから除外することに決

定したという重大答弁がありました。 

今後についてはですね、昨年の7月にですね、都市計

画決定を打って、いままでいろんな協議をされて、地権

者の方々の御要望含めてですね、交渉をしてきた。で、

随分煮詰まった形の中での、こういう発表だというふう

に私は感じておりました。 

ここに来てですね、事業の採算が困難といったところ

では理解をいたしますけれども、至った経緯についても

う少しですね、どういう報告を得てるのかということを

ですね、お知らせをいただきたいというふうに思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

経済部長原正明君。 

○経済部長（原正明君） ただいまの日里議員の再質問

の中で、温浴施設がなくなったということの経緯という

ことでございますが、もちろん、中心となる施設という

ことで温浴施設がございました。 

ただ、その検討の中で、事業採算性が困難ということ

につきましては、既存のハイランドふらのとの住み分け

ということについては、非常に難しいということがござ

いまして、その前提と･･･それをもとに、事業の採算性を

再検討をした結果、やはり、事業は採算性に合わないと

いうことで、それについては除外をするという結論に至

ったというふうにお聞きをしております。 

○議長（北猛俊君） 17番日里雅至君。 

○17番（日里雅至君） 中心市街地活性化基本計画の中

で、この温浴施設については年間17万というような予測

もされながらですね、賑わいの一つの本当に大きなもの

だったというふうに思っております。そういった部分の

中では非常に残念でございます。 

その中で、このいろいろ、中止･･･除外だとか、いろん

なその状況の変化があろうかと思います。変更に伴うで

すね、スケジュールだとか、いろんなその見直しがあろ

うかと思いますけれども、その辺のことについてですね、

進捗含めてどのようにこれから遂行されるのか、お聞き

をいたしたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

経済部長原正明君。 

○経済部長（原正明君） はい、進捗、スケジュールと

いうお話でございます。 

温浴施設がなくなったということでございますが、区



 - 72 -

域の権利者の皆さんにつきましては、温浴施設がなくな

ったということでも事業を推進するということで、この

事業の認可申請をするということに同意をなさっている

ということがまず一つございます。 

今後、その認可申請に向けて、もろもろの整理をさせ

ていただいたうえで、北海道のほうに認可申請をいたし

ます。 

北海道のほうに認可申請をした上で認可申請がおり、

そのあと、当初予算で計上させていただいている、地盤

調査及び建築の実施設計ということで、先ほど市長答弁

させていただきましたが、この事業について行っていき

たいというふうに考えているとこでございます。 

○議長（北猛俊君） 17番日里雅至君。 

○17番（日里雅至君） 予定としてですね、事業の内容

変更して、本年度は事業認可申請、地盤調査委託、もろ

もろを実施するとこでありますけれども、この辺のスケ

ジュール含めですね、25年度、26年の3月までがリミッ

トになっておりますけども、その辺の変更後の部分につ

いては影響ありませんか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

経済部長原正明君。 

○経済部長（原正明君） 全体的なその計画の進行に影

響があるか、ないかというお話かと思います。 

現在、認可申請に向けて準備を進めておりまして、そ

の中で北海道と協議をして、できるだけ事業を積極的に

推進をしていくという考えでおります。 

全体的な計画については、その後また調整が必要にな

ってくることもあろうかと思います。 

○議長（北猛俊君） 17番日里雅至君。 

○17番（日里雅至君） それとですね、要するに大きな、

核になる施設がなくなったといったところですね、これ

にかわる何かものを予定されてるのか。いままで計画し

た部分の中で温浴施設がなくなったといった部分の中で

進むのか、そういった部分を含めてどういうふうに整理

されているのか、お知らせいただきたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 日里議員の御質問に、私のほう

からお答えをさしていただきたいと思います。 

いま御質問ありましたとおり、構想段階のものが8月

に新聞報道されたということは、私も大変遺憾だという

ふうに思っておりますし、現実的に、その報道されたあ

とまちづくり会社の役員の方々に来ていただいて、その

真意的なものもお話を聞いたところであります。 

構想というものですから、まだ具体的に、全くなって

いないというのが状況であります。それを練って、財政

的な問題あるいは地域の要望等も十分確認した上で、事

業というのは進めていかなければならないという考え方

は持っておりますから、当然だと思います。 

そこで、御質問あった、温浴一つが消えて、核になる

ものは喪失してしまったんだよと、私も同感であります。 

大変、これらについては、行政が基本構想を承認して

基本計画を立てたものですから、これは市にも責任が当

然あるわけですから、これらについて、先ほど答弁さし

ていただきましたとおり、十分、市の状況も踏まえた中

で、先ほど答弁していただいたとおり、まちづくり会社

と再協議をして、そこで具体的に、明確に、核施設を何

にするかということをさしていただきたいなと、このよ

うに考えております。 

そこで、行政的なものも十分踏まえた中で、住民に喜

ばれる、あるいは、行政としてやらなけばならないよう

な施設も当然、出てくる可能性もございますので、そう

いったことを踏まえながら、いま御質問あった、御指摘

の核施設の状況づくりをやっていきたいと、このように、

いま考えているところでございます。 

○議長（北猛俊君） 続いて質問ございますか。 

17番日里雅至君。 

○17番（日里雅至君） いま市長からお話をいただきま

して、また、いまからですね、市として対応を考えてい

くといった部分の中で、先ほど答弁いただきましたけど

も、行政施設、行政の窓口設置、将来、本市を見据えた

部分の中で、そういったものを身の丈に合った状況の中

で考えていくというお話でありましたけども、非常に言

葉的にはやわらかくてわかりやすい言葉なんですけど、

現実含めてですね、非常に厳しいものはあるんではない

かと。 

行政窓口といっても、ここから、市から、あそこまで、

大変距離が短い状況の中、例えば北の峰だとか、いろい

ろなところの部分の整合性含めてですね、非常に厳しい

お話も出てくるんではないかなというふうに思いますけ

れども、そういった部分を含めてですね、市の、このへ

んの行政施設、行政の窓口含めてですね、もう少し具体

的にお話ができれば、していただきたいというふうに思

います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） この問題については、大変、日

里議員も御心配をされて御質問されたというふうに、強

い認識をいたしております。 

富良野の駅前区画整理事業が終わって、新しくまちの

賑わいを取り戻すということで、民間の力を結集したま

ちづくり会社が、この事業に事業主体として実施する運

びになったということは、全国的にも画期的なことであ

ります。 

しかし、いま御質問あった中でですね、この中心市街

地の中でマルシェができて、それに類するルーバン構想
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の中でですね、何を主体にやるかということの検討の中

で、随分論議をした中であったわけでございますけども、

いま御指摘の行政的な課題の中でですね、これからぜひ、

第5次総合計画にも載せております、福祉関係の状況も

考えていかなければならない。 

いま国のほうで、大変いま、25年の法律改正が伴いま

すけども、こども園的なものも一つの対象になっていく

でしょうし、これには法律ができれば、補助制度の関係

等も明確になるのかなと、そんな感じも押さえておりま

すので、一例を挙げれば、そういうような福祉的なもの

も考える。 

あるいは、そういう形の中で3世代交流の場も設ける

ような状況も考えていかなくてはなりませんし、あるい

は、先ほど御質問にございました、市の一部が行くとい

うことは、それに関連する部署が当然、移っていく可能

性もあるのかなと、こういうことでいま、具体的に、財

政的なことも含めた中でですね、十分協議、論議をしな

がら、内部統制を図って、これらについては、まちづく

り会社とさらに協議を煮詰めていきたいというのが、現

在の状況でございます。以上であります。 

○議長（北猛俊君） 17番日里雅至君。 

○17番（日里雅至君） いま、市長がお話いただきまし

た市のかかわり含めてですね、強く第一歩も、二歩も踏

み出した形の中で、この事業について協力していくとい

うようなことだと思いますけれども、平成 26 年度の 3

月まで、26年、3月までの中でですね、昨年の7月に都

市計画決定を打ちました。 

その中でですね、ここまで、何一つといいますか、い

ろんな構想含めてありましたけども、形になってきてな

い。地権者の関係にあっても、3 軒の先ほどありました

けど、非常に御苦労されていると。 

それから、内容含めて、それにかかわるあの辺の商店

街の方ですとか、投資する方だとか、そういった部分も

非常にですね、この計画に対して不満を持ち･･･不安です

よ、不満でなくて。不安を持ち始めているのかなという

ふうに、私は感じます。 

そういったことを含めてですね、行政としてやっぱり

一つ踏み出していかないといけないのではないかなとい

う気はいたします。事業形態含めて、まちづくり会社が

やるといった部分の中ではよくわかりますけども、やっ

ぱりこれからのまちづくり含めてですね、中心市街地の

活性化という部分の中で、市もですね、もう一つ踏み込

んだ形の中でですね、協力し合いながら、情報交換しな

がらやっていく必要があるんではないかなと、いろんな

問題あるように思います。 

きょうは申しませんけれども、そういった意味で、温

浴施設がなくなったということは、本当に大変な、この

事業に対してはですね、大きなことになっていくんでは

ないかなというふうに心配をいたします。 

そんなこと含めてですね、再度この東4条街区の、こ

の事業に対してですね、市長のですね、強いお気持ちを

ですね、聞かしていただければな、というふうに思いま

す。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 日里議員の、大変この事業に当

たっての御心配というのは、私も十分御理解をいたすと

ころでございますけども、現行で変更になったというこ

とが現実でありますから、そのことをああでもない、こ

うでもないという状況ではないというふうに判断してお

りますので、行政といたしましてもですね、この中心市

街地活性化ということは、行政もやはり構想を承認をし、

市が基本計画を国に出したという経緯がございます。 

そういうことを十分踏まえて、これからの事業展開に

おける中ではですね、それぞれ対等の状況づくりの中で、

意見交換を、まちづくり会社のほうとやはり、先ほど申

し上げました、財政的に無理のない、そしてできる可能

性のある、そして国からの支援的なものがどの程度それ

に反映できるかということを総合的に判断しながら、市

民の理解できる、そういう施設に当たっていきたいと、

このように考えておりますので、私自身も、いま御質問

あったとおり、強い、強い決意を持ってこれに臨んでい

かなければならないと、そのように考えてるとこでござ

います。 

○議長（北猛俊君） 続いて質問ございますか。 

17番日里雅至君。 

○17番（日里雅至君） 力強い市長の言葉を聞かせてい

いただきました。 

それでですね、またちょっとレベル下がるんですけど

も、予算ありましたよね。今年度予算、中心市街地再開

発事業補助金の執行の見込みですけども、前回、昨年の

12月には5,800万という金額が減額されてですね、また

新しい年度で2,860万ですか、予算が提案されておりま

すけど、その辺の執行の部分については、いかがでござ

いましょうか。 

○議長（北猛俊君） ここで午後1時まで休憩いたしま

す。 

─────────────── 

午後 0時00分 休憩 

午後 1時00分 開議 

─────────────── 

○議長（北猛俊君） 午前中に引き続き会議を開きます。 

午前中の日里雅至君の質問に御答弁願います。 

経済部長原正明君。 

○経済部長（原正明君） 日里議員の再質問にお答えい

たします。 
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予算の関係についてでありますが、先ほどもお答えさ

していただきましたけれども、北海道と協議をいたしま

して、本年度の事業として地盤調査と建築実施設計を実

施することといたしております。 

現在、事業認可に向けて作業を進めております。 

当初予算で2,860万を計上させていただいております

が、今後、事業内容に基づき事業費の積算を進めて、ま

いりますけれども、現時点では、補正を伴うというふう

に考えているとこでございます。 

○議長（北猛俊君） 続いて質問ございますか。 

17番日里雅至君。 

○17番（日里雅至君） いま、お話をいただきましたけ

れども、この部分については、いま12月ということでも

北海道と協議をなさっているということでありますけど

も、前回もそういうような御答弁と地権者の関係で、な

かなかうまくいかなかったといったところで 12 月に減

額をしております。 

今後もスケジュールの中で、今回は事業認可の申請、

地盤調査、建築実施設計の委託といった部分の中で流れ

てますけども、この3カ月で間違いなく、この予算が執

行できるということの認識でよろしいか、再度お聞かせ

いただきます。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

経済部長原正明君。 

○経済部長（原正明君） はい、この本年度の事業実施

に向けて、鋭意、認可申請を進めていくということでご

ざいますので、それをまずしっかり、申請、認可を受け

て、事業実施したいというふうに考えております。 

○議長（北猛俊君） 17番日里雅至君。 

○17番（日里雅至君） しつこいようですけども、それ

までには事業の中身、例えば今回なくなりました温浴施

設のかわりだとか、それから市の窓口含めてどうのこう

のという、その中の部分を含めてですね、建物の実施設

計の委託ですとか、建物に対する地盤の部分ですとかっ

ていうものは、具体的になっていくということでよろし

いんですか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

経済部長原正明君。 

○経済部長（原正明君） いまの関係でございますけど

も、そちらのほうの手続をしっかりしていきたいと。 

先ほどの市長の答弁の中でも、市の方針を決定して議

会に御報告をするということでの御答弁をさしていただ

いておるところでございます。 

○議長（北猛俊君） 続いて質問ございますか。 

17番日里雅至君。 

○17 番（日里雅至君） それでは、続きましてですね、

景観計画の策定についてといったところで、今回踏み込

んだ答弁をいただいておりますけれども、この窓口とし

て企画振興課の、現行で窓口でやっているということで

あります。これは、きっと富良野らしさの条例を持って

いるということだと思います。 

建築のほうで、建設のほうでは、緑の基本計画ですと

か、都市マスですとか、そういった部分の計画を持って

おりまして、総合的に考えますとですね、前回の都市マ

スタープランの計画策定のときにもですね、景観という

切り口をですね、しっかり持った形の中でマスタープラ

ンつくっております。 

そういった中で、2 系統になっている窓口をですね、

建設のほうに1本にまとめられるお考えはないですか。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 日里議員の再質問にお答えを申

し上げたいと思います。 

景観については、これ大変、まちづくりにおいては重

要な位置づけをされてるわけでございますから、現在、

企画振興課が、いま御指摘あった富良野らしさを守る条

例の窓口になっていると、大体あそこで、申請する段階

で全部調整をされてやってるのが現況でございますけど

も、いま、建設部に移したほうがいいんでないかと、こ

ういうお話でございます。 

いろいろ庁内でも、この問題については、それぞれ所

管において、どうあるべきかということも検討しており

ますので、先ほどお答えさしていただきました中でです

ね、庁内検討委員会をきちっと設置をして、そこで検討

した状況を含めた中で、最終判断をしてまいりたいと、

このように考えるとこでございます。 

○議長（北猛俊君） 17番日里雅至君。 

○17番（日里雅至君） それからですね、続いてコンパ

クトシティと駅東側の関係でございますけども、富良野

商圏商業動向調査だとかアンケート調査を行いまして、

消費動向調査のアンケートを行いまして、その結果が 9

月の段階でちょうだいをいたしております。 

その中でですね、駅東側の商業施設云々というお話が

あったときには、この商業動向調査を十分に検討、分析

していろいろと各方面とお話をしながら、方向付けてい

くということでございましたけども、その辺の整備につ

いてどのようにされたのか、どのような方向性になった

のか、お聞かせをいただきたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 日里議員の再質問にお答えをさ

していただきます。 

いま御質問あった、それぞれ消費動向調査あるいは商

圏商業調査、これはいま置かれている、中心市街地の商

店街の皆さんがたが、将来展望としてどうお考えになっ

てるのか、こういうことが一つありますし、もう一つは、
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消費者、住民の方々が市街地の商店街に対して、どうお

考えなってるかということが主な調査の動向でございま

すけども、いま御質問にあった中で、9 月に集計をさし

ていただいた中で、将来、商店をやっていってやめると

いうのは3割くらいありました。それから後継者がいな

いというのも3割ぐらいございました。 

そう考えますと、5 割以上の状況の中でですね、将来

その商店の状況が成り立っていくのかいかないのかとい

う、そういう状況の結果がある程度、動向調査の中で出

てきたわけですね。 

そういうことを考え合わせますと、いまお話あった中

でですね、これも農業と同じものの考え方になるわけで

ございますけども、将来後継者がいなければ、いないな

りのその後の対応をどうするかと。 

その商店を生かすのかあるいは別な角度で、商店を興

していくのか、あるいは新規参入を認めていくのかと、

こういった問題が当然出てくるわけでございますから、

これらを総合的にあわせた中で、関係する商工会議所等

とも最終的な話し合いの中から、新しい政策というか、

そういうものをつくり上げていく必要性があると、こう

いう認識をいま、しているとこであります。 

そういう状況の中で、商業施設というのは、これはも

う、日里議員も御承知のとおり、平成12年から駅東側の

状況についてはスーパーの導入ということで、大変、住

民の期待を持ってやられた状況がございましたけども、

これは、ホクユーがなくなりました。A コープの春日店

が存続をしていると、こういう状況であります。 

大変恐縮なんですけども、この消費動向調査の結果を

見ますと、駅裏の春日店の利用というのは、大変、住民

間では厳しい評価を出ております。例えば、品不足だと、

あるいは生鮮食品が非常に、状況的には寂しいと、こう

いうようなこともございますし、要望する品が、品ぞろ

えが乏しいと、こういうような御意見が出てきたわけで

あります。 

また、高齢者が非常に多いということもございまして、

これから要望されている地域から、7 連合会のほうから

去年の5月に、御要望が市のほうと、議会のほうにも提

出をされているというふうに聞いておりますけども、そ

ういう状況が現実的にありますから、そういう状況を、

ただいま申し上げたことを総点検しながら、将来の富良

野の市街地の状況のあり方、あるいはまた消費者動向と

いうものを、やはりきちっと、行政というのはどの立場

で行政を行っていく、こういうことも十分考慮に入れな

がら、最終判断をそれぞれ関係する機関の皆さん方とも

協議を、最終的にしていかなければならないというので、

先ほど答弁をさしていただきましたので、いまこういう

状況にあると、継続しながら、この問題については協議

をさせていただくような状況になろうかと、このように

考えているとこであります。 

○議長（北猛俊君） 12番日里雅至君。 

○17番（日里雅至君） 駅裏の状況含めてわかりました。 

そういった部分の中で、コンパクトシティで歩いてまち

に住んで、小さな枠の中で暮らしていくというような概

念がありまして、駅裏は駅裏、中心市街地の商店街含め

てですね、いろいろと課題含めてあるわけですけれども、

23年の市長の執行方針の中で、消費者に立った魅力ある

商店街の形成に向けて、商店街の活性化のソフトの事業

の見直しだとか、店舗の改修による支援ということでで

すね、載っておりますけども、いまこの12月の現実、12

月になった時点の中で、私も商店街にいますけども、そ

ういった部分の策が示されておりません。 

そういった中でですね、きのうも話題になっておりま

したけども、店舗の改修支援ですとかそういった部分に

ついてはですね、今年度っていうことではなくて、来年

度含めて住宅リフォームも終わりますし、そういった部

分の中では枠を広げた形の中でですね、こういった施策

も取り入れていただければと思いますし、それぞれ、申

しわけないんですけれども、部長さん含めてですね、商

店街に関係ある皆さん方、現場に行ってですね、お話を

しっかりと膝を交えて、本当に悩み苦しみ、たくさんあ

ろうと思いますんで、そういったこともですね、ぜひや

っていただきながら、商店街の施策といったものをです

ね、来年に向けてしっかりと構築していただければとい

うふうに思いますけども、その辺のお考えについてお願

いいたします。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 日里議員の再々質問にお答えを

さしていただきたいと思います。 

まず、いま御質問あったことについては理解をいたす

わけでございますけども、先ほど申し上げました商圏商

業調査の中で、後継者がいない、それから、将来やめた

いと、こういう方が約5割以上6割くらいいらっしゃる

という、この現実を踏まえたときに、それぞれ個々の状

況を見きわめながら、いま御指摘のあった施策というも

のを考えていかなければならないと。 

このように、やたらに政策だけを上げて状況が見きわ

めできなかったと、こういうことになりますと、行政と

しては非常に商業に対しての認識的なものが足りなかっ

たんでないかと、こういうことにもつながってくわけで

ございますから、私どもとしましてはいま御質問あった

中でですね、当然これは、富良野の市街地活性化という

現況の中にですね、駅前区画整理をやって 54 億 5,000

万の投資をした、その状況というのは、まだ効果的なも

のが出てきてないというのが現実でございますから、こ

れらも総合的な中でですね、商業やってる方々、農業も
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同じであります。 

そういう一つの業をですね、成して生計を立ててる方

の意見というものは尊重しなければなりませんし、その

意気込みというものをですね、やはり、商業やってる方

については持っていただくと。 

新しいやっぱり、感覚、あるいは後継者でない方でも

参入できるような状況づくりが、富良野の市街地に私は

あるというふうに考えておりますので、これらを総合的

に判断しながら、暫時、計画をつくって、それぞれ該当

の皆さん方とお話し合いを進める、あるいは商工会議所

等も通じながら、これらを連携しながらやっていかなけ

ればならないと、このように考えているとこでございま

す。 

○議長（北猛俊君） 続いて質問ございますか。 

17番日里雅至君。 

○17番（日里雅至君） 前回もそうだったんですけども、

二つほど積み残しをしてしまいました。 

また次回にやりたいなというふうに思っておりますの

で、きょうはここで終わらさせていただきます。 

○議長（北猛俊君） 以上で日里雅至君の質問は終了い

たしました。 

次に、岡野孝則君の質問を行います。 

15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） -登壇-  

さきの通告に従い順に質問いたしてまいります。 

最初に農業行政の農業活性化についてであります。 

本市の一次産業は農業であります。この近年、農業に

対する諸情勢は大変厳しい状況であります。農家戸数も

年々減少しつつあります。その要因として、農業として

定年退職をされる方、そして経営不振もある中、農業担

い手不足が深刻な状況であります。今後四、五年後には、

現在700戸台であるのが500戸台にまで減少すると推測

されております。 

このような厳しい状況にもかかわらず、本市農業の生

産性は高い特徴を持ち、生産基盤の整備や新しい技術、

作物に対する愛着と積極的な導入により、本市農業は大

きく発展を続けてきております。 

また、自給率においては、現在、日本全体で約 40％、

北海道は約 200％、日本の食料基地と言っても過言では

ありません。その中での安全に対する責務は、本市農業

として最大限推進されていると思います。 

全国から本市に訪れる観光客、農業体験型観光を通じ

て、直接、野菜や果物を口にして新鮮さがあふれる感激

の中で地元に帰り、改めて富良野の良さを実感したとい

う意見も多く、特に若い世代の高校生からの意見も多い

と聞いております。 

食すという意義、安全に対する努力と配慮は、今後も

なお、農業者、農業団体、そして行政としての支援での

責務であろうと思います。 

いま、日本農業として貿易の自由化など議論されてい

るさなか、本市農業として足腰の強い体力のある農業を

目指すことが大前提であります。 

その第一として、農業者みずからの意識改革、それに

対し行政としてどう支援するかであります。 

良品質な農産物はそれなりの評価を得て、高い生産性

として全国に胸を張って発信する、そのための農業の持

続的発展は生産の3要素である土地、労働、資本の充実

が基本であることから、経営感覚にすぐれた担い手の育

成と確保と同時に、生産基盤の整備と優良農地の確保、

それに対し有効活用していくことが、将来にわたり良質

な食料を安定供給できる豊かな田園都市を目指すことが

重要であります。 

農家戸数の減少に伴い、また、営農組織の活性化及び

拡大が今後、ますます重要課題であると思います。本市

農業のさらなる活性化に対し、2点質問いたします。 

1 点目、国営事業、道営事業など、現在の生産基盤の

整備及び優良農地確保の取り組み状況と効果、今後の整

備の方向性、特に排水対策が重要と思うが、市長の見解

をお聞かせください。 

2 点目、市として営農組織をどのようにとらえている

か。また、その現状と今後の取り組みについて質問いた

します。 

次に二点目、住宅建設についてであります。 

現在、本市の雇用においても非常に厳しい状況であり

ます。本市が持つ企業振興促進条例の有効活用により、

内外での企業振興により一定の雇用は確保されつつも、

高校生、大学生等の若い方々が富良野に就職したくても

就職できづらい状況であります。 

人口増はまちの活性化及び少子化対策の一助となるば

かりでなく、教育における学校再編計画にも朗報をもた

らすことであります。そのためには経済が良くなくては

いけません。 

いま、経済社会でのあらゆる業種の中で、資金が最大

に回り経済活性化の近道として、雇用の確保と拡大であ

ります。その対策は、建設及び建築関連事業の拡大と言

われております。 

それを実証したのが住宅リフォーム事業であります。

平成21年度より開始し、3年間、本年度が最終年であり

ます。本事業の経済効果として、補助金に対して約 10

倍の経済効果があったと答弁もされております。 

この事業により、市内経済に多大なる波及効果をもた

らしたと、私は認識いたしております。今後において、

さらなる経済活性化のための、来年度以降も本事業の継

続が必要と思いますが、市長の見解をお聞かせください。 

次に、住宅建設の2点目、新築住宅に補助制度新設に

ついてであります。 
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さきにも述べましたが、経済が大変厳しい状況であり

ます。新築された住宅軒数においては、平成21年度でた

ったの34軒、その5年前では約140軒の住宅が建てられ

ておりました。 

また、地震に対する耐震住宅における国の法律として、

昭和56年度に新築住宅に対する基準が改定されました。 

改定され30年経過しております。 

現在、本市においても国の補助制度により、耐震リフ

ォーム事業も実施されております。耐震でのリフォーム

となると、多額な費用が必要となると言われております。 

その結果、平成22年度決算において、耐震リフォーム事

業実施件数は1件であります。国の耐震基準が改定され、

30年経過しております。 

30年前に家を建てられた方の中には、今後住宅改築を

計画する中において、多額な費用がかかるとされている

耐震リフォームではなく、新築される方もおられるかと

思います。また、本年3月の東北地方での大震災、いま

なお心が痛みます。 

この富良野地方にも活断層があると報じられており、

市民多くの皆様は耐震に対する関心度が深まっており、

耐震に対する行政としても重要視していかなければなら

ないと思います。 

また現在、本市として移住定住促進事業にも力を注い

でおります。新築住宅補助制度を新設することによって、

多くの移住定住に対し望みを託すこととなります。 

平成21年度の新築住宅軒数は34軒。これが10軒、20

軒増となると、数億円の資金が回り、市内経済にさらな

る発展を及ぼすことであると思います。 

新築及び耐震化を促進する手法として、建て替えに対

する新たな補助制度新設の考えはないのか、市長の見解

をお聞かせください。 

次に、教育行政、青年団活動の推進についてでありま

す。 

近年、人と人とのつながり、直接意見交換の場の希薄

化が大変懸念されております。いま、本市の教育行政に

おいて、学社融合事業を初め学校支援ボランティア活動、

多くの方々が事業に対し積極的に取り組み、文部科学大

臣表彰を受賞をされたと報告がありました。今後、富良

野の将来を考えたとき、次世代教育の重要性をとみに感

じます。 

文明の力によりファックス、携帯メール、人と人とが

直接対話せず機械に頼る時代になりつつあります。自分

の考えを直接、面と向かって言い表すことのできない青

年層も、中にはふえてきているという事例もあります。 

先日テレビでの報道番組で、現在の青年層についての

明治大学講師の講話がありました。昔あった青年団活動

について触れておりました。そのころの団体活動は、一

つの目的意識を持って事業推進のため相互が議論し合い、

方向性を出し、共同活動に努力していた。 

しかし、現代社会の方々の中には、人の痛みを考えず

自分本位の青年がふえてきている。また、現在の青少年

の中には、人をあやめるなど凶悪犯罪の増となってきて

いる。これは心の豊かさが欠乏している表れである。こ

れを解決する手だてとして、青年団活動の復活であると

述べられており、まさに次世代教育の重要性であります。 

私も同感であります。 

この世の中は、人と人との支えにより共同生活から成

り立つ地域コミュニティ、それで相互の意見交換から始

まる人間形成の基礎を培う中での生涯教育、将来の富良

野を培う青年の皆様方が、目的意識を持った団体活動の

さらなる活性化が必要と思います。 

平成23年度より予算計上された青年団活動について、

2点について教育長に質問いたします。 

1 点目、今年度、青年組織の実態把握された進捗状況

について。 

2 点目、今後の青年活動をどのように展開しようとし

ているのかについて質問いたします。 

以上、私の1回目の質問と終わります。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） -登壇- 

岡野議員の御質問にお答えをいたします。 

1 件目の農業政策についての、農業活性化対策につい

てでありますが、生産基盤の整備及び優良農地確保の取

り組み状況といたしましては、まず、国営事業について

は、国営農地再編事業の富良野盆地地区、国営かんがい

排水事業のふらの地区、国営総合農地防災事業の空知川

地区の3地区で現在、事業が進行中であり、山部頭首工

や幹線用水路の改修を行う国営造成土地改良施設整備事

業の山部二期地区が事業実施に向け、法手続中でござい

ます。 

また、道営の農業生産基盤整備事業につきましては、

大沼北地区をはじめ市内 7 地区において、総受益面積

1,351 ヘクタールで、区画整理や暗渠排水、客土、除れ

き等の事業が現在進められているところであります。 

農業生産基盤整備事業の効果といたしましては、農地

の生産性の向上及び農業経営の安定化、効率化をもたら

すとともに、農地の利用集積に資するものと考えている

ところであります。 

今後の農業生産基盤整備の方向性につきましては、農

業及び農村地区の持続的発展に向け、重要な施策と考え

ておりますので、引き続き関係機関、団体と連携をしな

がら、農業生産基盤整備による優良農地の確保について

取り組んでまいりたいと、このように考えているところ

であります。 

次に、営農組織の現状と今後の対応についてでありま
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すが、担い手や農業労働力の減少を背景として、農作業

の共同化が重要な課題となっていると認識をしていると

ころであります。 

こうした課題に対応するため、これまでも国及び北海

道の補助事業などを活用し、ふらの農協や機械利用組合

が事業主体となって、農業機械や施設を積極的に導入・

整備をしているところでございます。 

また、中山間地域等直接支払事業における助成事業に

より、地域の実情に合わせて、農業機械等の共同化を支

援してきており、多くの利用組合が組織化されるととも

に、農作業受託組織や法人化の取り組みが図られてきた

ところでございます。 

農業機械等の導入は、一層の作業効率の向上や経営の

効率化に資するとともに、共同化のきっかけとして重要

と考えておりますので、今後も引き続き、国や北海道の

制度を活用した農業機械等の導入により、共同化が促進

されるよう、情報の把握に努めてまいりたいと、このよ

うに考えているとこであります。 

2 件目の住宅建設についての1点目、住宅リフォーム

事業につきましての平成 24 年度以降継続の考えについ

てでありますが、平成21年度より3年間、リーマンショ

ック、公共事業の縮減等、建設業を中心とした経済不況

が懸念をされ、市内建設業の経済活性化と雇用の維持確

保を促進する政策が求められ、民間需要による経済活性

化を目的とした住宅リフォーム促進事業を実施してきた

ところであります。 

この間、予算補正により、当初計画のほぼ倍の助成事

業を実施し、地域経済の活性化、住環境の整備等の目的

が図られたと判断をし、当初計画の3年間事業として、

23 年度で終了するとこのように考えているところであ

ります。 

次に、2 点目の新築住宅に対する補助制度についての

補助制度の新設の考えについてでありますが、富良野市

耐震改修促進計画に基づきまして、平成27年度において、

耐震化率 90％を目標に改修促進に向け事業を行ってい

るところでございます。 

現在の改修に対する助成策とともに、既存住宅を解体、

建て替えによる耐震化を行う事業に対しまして、助成す

ることでの耐震化が図られる一つの施策として有効と思

われますので、今後検討をしてまいりたいと、このよう

に考えているところでございます。以上であります。 

○議長（北猛俊君） 次に教育行政について御答弁を願

います。 

教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） -登壇- 

岡野議員の3件目、教育行政についての青年団活動に

ついてお答えをいたします。 

青年組織の実態把握と進捗状況でございますが、市内

に住民票をおく 20 歳から 39 歳の青年は、平成 23 年 4

月1日現在、約5,000人おり、概ね全人口の20％ほどを

占めております。 

青年団活動は、かつては農業青年を中心として、各地

域において単位青年団が組織され、上部組織として単位

団を総括する組織も存在し、地域の担い手として、青年

同士の交流やまちづくり、地域おこしに大きく貢献して

きたところでございます。 

しかし、近年の少子化に伴います農業後継者の減少や

急速な社会変化、人々の価値感の多様化などにより、現

在では、農業青年を中心とする数団体が地域活動に取り

組んでいるだけでございます。 

ほかは、職業別の青年組織での活動や、趣味、文化・

スポーツ活動を中心とした、こういう目的を持った小グ

ループ単位での活動が中心となっている現状でございま

す。 

次に、本市における青年組織の実態につきましては、

スポーツ団体や文化団体、ふれあいセンター勤労青少年

ホームを主な活動拠点としている音楽グループ、職業別

の団体、地域における単位青年団などがあり、現在各組

織に、活動内容の聴き取りを行うなど、その実態把握に

努めてきたところでございます。 

その結果、スポーツ団体、文化団体については、青年

層のみで活動している団体は少なく、職業別の青年組織

については、各企業や商店街などで組織されており、農

業青年を中心とした単位青年団については学習会、研修

会、地域活動などを行っております。 

いずれの組織も個々の組織での活動を中心に行ってお

り、地域活動にかかわっている団体はあるものの、所属

団体を越えての横断的な活動にはつながっていない現状

でございます。 

市内の青年組織の実態につきましては、今後さらに調

査を進めてまいりたいと考えております。 

次に、今後の青年活動をどのように展開するかについ

てでございますが、今後の青年活動の活性化に向けた参

考とするため、本年10月に青年意識調査アンケートを実

施したところでございます。 

調査の結果から、多くの青年は団体やサークルに未加

入であり、同世代との交流を強く求めている実態がわか

りました。 

さらに、ボランティア活動を実際行っている方は少な

いものの、興味関心があり、将来活動を考えている人の

数は多く、さまざまな人との出会いや経験を積むことに

より充実感を得たいという思いがあること、また、地域

社会で困っている人のために何か役に立ちたいという考

えを持ち合わせていることなどが判明し、青年が今後の

まちづくりにかかわる上で必要なものとして、青年みず

からが企画、参加できる行事やイベント、青年同士が集
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まることのできる機会や学習機会の充実が求められてい

る状況でございます。 

青年組織の実態及びアンケート調査結果を踏まえ、今

後の取り組みでございますが、仮称「青年塾」を開設し、

地域課題や生活課題等の学習、意見交換を通して地域を

支える青年を育て上げる仕組みづくりの検討や、まちづ

くりにつながるイベント及びボランティア活動等の社会

参加を促す事業展開をし、青年のさまざまな活動を通し

た交流やネットワークづくりの推進を図ってまいりたい

と、このように考えているところでございます。以上で

ございます。 

○議長（北猛俊君） 再質問ございますか。 

15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） それでは御答弁いただいた順に

再質問さしていただきたいと思います。 

最初に、基盤整備と優良農地という形の中で質問させ

ていただきました。いま、基盤整備の実態という形の中

で、るる、市長から御答弁をいただいて、数多くの事業

が実施されているということで、自分も理解をさせてい

ただいたところであります。 

その中において、自分としては、この基盤整備優良農

地の今後の推進方法という形の中で、やはり、自分は排

水対策について市長に質問してみたい。このように思っ

てございます。 

排水については、本年そして昨年、一昨年と、この 3

年間というのが非常にやはり高温多湿、そして冷湿害と

いう形の中で、優良農地においても非常に苦難の中にお

いて、この生産性というのが、やはり下がってきている

というのが実態なのかなという気がいたします。 

その中において、何といっても排水対策が必要だとい

う、農業者個人個人の自助努力というのがやっぱり先に

来るんだと思います。 

中には航空写真を通じて、自分の地域がどの程度、ど

この場所が湿地帯なのかというような、こんな図面も私

持ってるんでありますが、ちょっと図面としてはちょっ

と小さいんですがね、こんな形でどこが悪いのかという

のを自分で把握をしながら、自助努力の中で排水作業を

されている方っていうのも、やっぱり聞いてございます。 

その中において、やはり、この排水ということを考えた

ときに、いま、基盤整備、優良農地そして生産性を上げ

る中において、国のいろんな事業の中にもおいても、特

に排水の暗渠等についてやはり、これも実施されている

ところでありましてね、今後、基盤整備を通じて暗渠排

水等が含めた中で、この排水に対する事業が今後最も重

要課題となっていくんだというふうにして自分は認識し

てるんですが、市長の見解をいただきたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 岡野議員の再質問にお答えを申

し上げたいと思います。 

先ほど御質問あった中でですね、ここ3年間、冷湿害、

高温多雨、集中豪雨という状況の中で、それぞれ地区の

排水というのは大変、被害をこうむったというのが現実

であります。 

そういう状況を考えてみたときに、先ほど岡野議員の

ほうからもお話ありましたけども、地域における排水の

状況が、その地域によって異なるわけでございますけど

も、地域自体でその地域の排水をどうするかということ

をやはり検討し、それらの中でみずからやって足りない

分は国なり、道なり、市からお願いすると、こういう計

画をやはり立てていただかないと、市が全部計画をして

やるという状況には、私は、それはちょっと難しいかな

と。 

なぜ、いま、先ほど日里議員から御質問あった商業も

そうであります。ですから、いろんな業がある中で、基

幹産業は農業ですから、生産性を高めるということにつ

いては、市も、きちっとそれだけの基本的な考え方を持

っているんですけども、個々の排水の対策ということに

なりますと、これいまの現状では、なかなか対応が難し

い。 

ですから、地域においてそれだけの状況づくりをする

ためには、地域でどう排水の対策をやっていくかと。い

ま個々についてはもう、先ほど御答弁さしていただいて

ると、緊急的な措置として排水ポンプ的なものを用意し

てやっている地区もございますけども、やはり、総体的

な排水対策ということでは、いま御指摘のあったとおり、

地域において、どう今後進めていくかということを焦点

にして検討を、行政と地域とあわせて検討し、協議をす

る必要性があるのかなと、このように考えているとこで

ございます。 

○議長（北猛俊君） 続いて質問ございますか。 

15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） やはり、自分の農地を守る、排

水をしっかりするというのは、まず最初に自助努力、こ

れからやっぱり来るんだと思います。これが優良農地を

育てるのかなというふうに気がいたしております。 

その中において、いま市長のほうから御答弁いただい

た、地域の中でしっかり排水について、ここがこうなっ

てるんだというのが、これが現状必要なんだというよう

な御答弁もいただきました。 

この3年間、基盤整備をされた中においても、優良農

地推進の中においても、大雨が降った段階において、せ

っかく基盤整備をして排水暗渠対策をしたのにもかかわ

らず、それに流れ注ぐ、この農業排水溝、どうしてもこ

こにやはりたまってしまうというような現況が多くあり

ます。 
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その結果、それが多くの農地のところに水が滞水をし

て、そしてそこでいい作物がとれなかった。今年もそう

だったんでありますが、しっかり排水対策をとった地域

においては、いいものがやっぱりとれてるというのが現

況であります。 

そこで、私、質問させていただきたいんですが、やは

りこうやって、せっかく暗渠排水をしているわけであり

ますから、ここの地域の中の農業排水路、排水路のこの

整備、しっかり流れよく、これが河川に注ぐわけですね。 

先ほど河川に注いだ段階においても、国と道に対して

もしっかり、これは予防対策として要望していきたいと

いう市長のほうの御答弁もありました。 

ですから、農業の優良農地を推進するためには、農業

排水路の、いま現在の排水路からまだまだ大きな排水路

に拡張することが必要になってくるのかなというふうに

して私は思いますが、その点について市長の見解をお聞

かせ願いたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

経済部長原正明君。 

○経済部長（原正明君） はい、岡野議員の再質問にお

答えいたします。 

大雨等の災害に強い農地、営農ということに向けて、

基盤整備、特にその中で排水対策が必要だということで

ございます。それについてはまさしくそのとおりだと思

っております。 

いま、お話のありました圃場の中の暗渠排水、これに

ついては、国営、道営事業を利用されて、皆さん整備を

進められていると。あるいは個人でも進められていると

いう状況があるかと思います。 

その中で、ここ数年間のような予測を超えた大雨が降

った場合に、農業排水に入った水が河川にはけていかな

いということで、圃場に滞水をしてしまうという状況が

起こったということであります。 

これについて、さっき、渋谷議員の御質問に、市長か

ら答弁させていただいているとおり、富良野市単独では、

なかなか河川の改修整備について対応していただけない

ということも含めて、広域的に要望、要請活動を行って

いるということでございます。 

水については下のほうが飲み込んでくれなければ、上

のほうで幾ら整備をしてもなかなか難しいという状況が

ございます。 

いまお話しいたしましたとおり、下のほうの河川整備

が最大の課題というふうにとらえておりますし、その中

間である農業排水、あるいは道路排水と兼用していると

ころもございますが、そこの整備も必要になってくると

いうことは理解をしておりますが、そこを拡張、広げれ

ば解消をするということかどうかについては、十分検討

をしていく必要があるというふうに考えてるとこでござ

います。 

○議長（北猛俊君） 続いて質問ございますか。 

15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） 優良農地、生産性を上げるとい

ったときにはやはり排水なんだということが、自分もそ

のようにとらえてございます。 

いま市長から、そして経済部長から御答弁いただきま

した。さらなる、これに対する推進というものを、やっ

ぱり自分としては望むものであります。 

そして、次に営農組織の関係について質問させていた

だきたいと思います。いま現在、農家戸数についても非

常に減ってきているということであります。平成21年度

の 1 戸当たりの耕地面積と、農地面積というのは 12.1

ヘクタールということであります。 

これが今後5年後、10年後になると、当然、このもの

が倍の、1戸当たり22ヘクタール、30ヘクタールが平均

の面積になっていくのかなとというふうに自分は推測を

いたします。 

しかし、その中において営農というのはあくまでも、

自分の自助努力の中で農業者がやっぱり推進すべきもの

だというふうにして思ってございます。 

その中において今後、行政としてこの営農組織に対し

て何ができるのかなって思ったときに、ここで質問させ

ていただきますが、やはり機械導入のための補助事業の

さらなる確保、それと同時に、営農組織化に対する情報

提供、これらのことに対するアドバイスというのが今後、

行政として必要になってくるのかなっていう気がいたし

ますが、その点について御見解をお聞かせいただきたい

と思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

経済部長原正明君。 

○経済部長（原正明君） はい、岡野議員の営農組織へ

の支援ということで、行政の役割は情報提供あるいはア

ドバイスというようなお話だったと思います。まさしく

そのとおりだと思っております。 

営農組織、いまの農業を考えた場合に平均耕作面積が

12 ヘクタール強、将来的にはそれが平均で20 を超える

んではないかというお話でございますが、平均という数

字ではそのようになろうかと思います。 

ただ、実際には施設園芸等、小規模にやられる方もい

らっしゃいますし、大規模になる方もいらっしゃるとい

うことで、富良野の農業については非常にバラエティー

に富んだ、多様な営農形態があるというふうに理解をし

ているとこでございます。 

その中で、効率的な営農を続けるという意味での営農

組織というふうな考えをもとにいたしますと、例えば、

実際には、その家族経営であっても作業の効率化が必要

でありましょうし、集団であってもそういう効率化は必
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要になってくるということだと思っております。 

その中にあって、例えば農作業ヘルパーあるいは雇用

労働者、それから農作業受委託組織ということの活用と

いうのが、今後大きな課題になってくるということも思

っております。また、その中で、例えば法人化というよ

うなお話も選択肢の一つというふうに出ててくると思い

ます。 

ただ、どれを選びましてもメリットとデメリットがあ

るということでございますので、その点につきましては

市のほうとしても、そのような情報の提供に努めていき

たいというふうに考えてるとこでございます。 

○議長（北猛俊君） 続いて質問ございますか。 

15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） はい、営農組織の充実というの

は、やはり今後ますます重要課題になっているのかなっ

ていう気がいたします。 

次に行きたいと思います。2 件目の住宅建設について

の1点目、住宅リフォーム事業について質問させていた

だきたいと思います。 

いま、市長の御答弁の中では、3 年間実施した中にお

いて、23年度で終了していきたいというような御答弁で

ございました。終了すると考えておりますというような

御答弁であります。 

自分としては今後も継続が必要であるというふうにし

て、自分は質問したんでありますが、その答弁としては、

自分としては大変残念に思っております。 

市長としては、この方向性を出したということに対し

て、やはり一定の方向性を見出されて、この結果という

のを判断をされたのかなというふうにして思うんですが、

この3年間の総括という形の中で、市長としての見解と

いうのをお聞かせいただきたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

市長能登芳昭君。 

○市長（能登芳昭君） 岡野議員の住宅リフォーム事業

についての再質問にお答え申し上げたいと思います。 

先ほど、それぞれ御答弁の中に申し上げましたとおり、

リーマンショックから始まって、大変世界的に恐慌と、 

日本においては公共事業の削減と、こういうことで、本

市についても大変、建設、土木についても大きな状況が、

影響があった状況の中で、一つはやはり、富良野におい

ての大手の建設業ばかりでなく、市のほうに指名を出し

ている小さな業者でも、みずからが事業に着手できる状

況づくりをしたいというのが1点。 

もう一つは雇用を確保することが大きな要素にありま

した。実際に、この3年間で見てみますと、約300件ぐ

らいの中で、金額にしますと大体6億5,000万余の経済

効果が出てきたわけであります。私自身も、大変効果が

あった事業の一つと、そのように認識をいたしておりま

す。 

いま御質問あった中でですね、行政というのは、ある

程度の成果が出た状況の中で、それをずっと続けるとい

う状況には、私は、いろんな事業をやっていく上におい

て、そこだけに、それらが経済効果を上げる主因だとい

う状況では、なかなか、そういうはかりごとは難しいと

思うんですね。 

私の考え方としては、一つのめどとして3年間を設定

をいたしまして、このやはり検証をすると。検証しなけ

ればですね、その検証の結果が1年後、さらにですね、

その状況を見ながら再構築する問題も出てくるでしょう

し、あるいはまた新たな展開の中でですね、新しい政策

的なものを構築していく状況が生まれてくると、このよ

うに考えておりますので、そういう、もう少し幅の広い

角度と、それから市民全体の福祉向上的なこともあわせ

持ちますと、これだけに限定して云々ということは、私

としては、いまの段階でですね、一つの目安としてけじ

めをつけたいというのが本音でございます。 

○議長（北猛俊君） 続いて質問ございますか。 

15番岡野孝則君。 

○15番（岡野孝則君） 補助金という施策の中において、

いま市長のほうからるる御説明をいただきました。 

いま、御答弁の中においても、今回のこの3年間の事

業に対して、検証していきたいという御答弁もいただき

ました。 

ぜひ、このことについては、この検証した中において、

今後またそういうような時期が来たならば、それなりの

やはり事業を実施というのも必要なのかなと、私はこの

ように考えてございます。 

次に、住宅施策の2点目の考えることでありますが、

新築住宅に対する補助制度。いま、もう耐震住宅、いろ

んな形の中で新築住宅というのが叫ばれております。特

に富良野については、移住定住促進というものにも力を

入れております。 

その中で、最後に市長のほうから答弁いただいた、今

回の新築住宅補助制度に対しては有効と思われ、検討し

ていくと、というような御答弁をいただきました。 

耐震ということであるならば、やはりこのことに対し

て、自分としても有効であるなというふうにして理解を

しながら、今後について、このことを十分に検討されて

いっていただければと、このように私は思ってございま

す。 

次に、教育長にお伺いをいたしたいと思います。いま、

教育長から青年団活動について、この平成23年度から青

年団活動に予算づけをして、いま現在、調査をしている

ということの御答弁をいただきました。 

その中において、終わりのほうだったんでありますが、

やはり今後、「青年塾」として立ち上げ、このものについ
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ていきたいということなんですが、この「青年塾」とい

うのは、いま私初めて聞いた言葉なんですが、より具体

的にお知らせをいただければと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） 岡野議員の再質

問にお答えをさしていただきたいと思いますけども、先

ほど岡野議員も質問の中に、これまで青年団活動、目的

持ってやってきた時代があったというお話ありました。 

実は私も当時、青年団活動というか事務局を担ってお

りまして、それぞれの単位青年団があって、そして上部

組織として市青協があって、その中でみんな、本当に活

発な活動をしてきたと、その時代背景がございました。 

そんな中でですね、いま小学生、中学生、高校生は、と

っても元気に取り組んでおります。 

ただいま、青年層、なかなかいま、個々の部分があっ

て、なかなか一体となってないって現状もありまして、

そこを何とか元気にしたいっていうのが、一つの柱とし

てねらいがあります。 

そんな中で今回は、先ほども御答弁をさしていただい

ておりますけども、20歳から39 歳までの青年層に対し

て実態調査、その中に、ねらいとしては、やっぱりそう

いう、どういう組織団体にいま皆が入っているのか、未

加入なのか、そういう調査をさせていただいた。 

それからもう一つは、その青年層、個々の考え、これ

をですね、大きなねらいとして今回、調査をさせていた

だきました。 

そこでわかったのは、やはり先ほども御答弁させてい

ただきましたけども、小単位のグループで組織化されて

るのが多いと。青年団組織をつくっているというのが数

団しかないと。 

もう一つはボランティア活動やってると、要するにそ

の横の連携もなければ、個々の中でサークル的なもので

やっている。 

もう一つは、その青年の皆さんたちの考えとしては、

たくさんの人と出会いたいと、そして語り合いたいとい

うのが、この調査の結果から8割を超しております。 

そんな中を踏まえていくと、いま、この仮称ですけども

「青年塾」。 

いろんな形の中でやはり、みんな出会いや何かを求め

てるのかなと、こんなこともありますので、そういう青

年同士、同世代同士の交流の場、そういうのをですね、

先ほども御答弁しておりますけども、いろんな課題があ

りますけども、そういう中でしっかりと、そういう（仮

称）「青年塾」を立ち上げてですね、24 年から、できれ

ば単年度で終わるということでなくて、24年、25年、26

年とですね、少しずつ拡大するような形で、地道な活動

を展開をしていきたいと。 

その中で、仮称の「青年塾」として立ち上げていきた

いと、こんなふうにいま、イメージ的に思っているとこ

ろでございます。以上でございます。 

○議長（北猛俊君） 続いて質問ございますか。 

15番岡野孝則君。 

○15 番（岡野孝則君） はい、「青年塾」というものに

ついて立ち上げるということで、わかりました。 

それで、自分もやはり青年団活動というのは、自分も

しっかりさせていただいたというつもりでございます。 

その中で、自分たちが基本となっていたものについては、

ボランティア精神の向上、ともに支え合う、そして強い

精神でともに生き抜く人間力の向上というものを、自分

は心の中に持ちながら、もとの青年活動というのはやっ

ぱりそういうので推進してきたというふうにして、自分

は理解をしてございます。 

人間力、この力をつける、ここに青年団活動には意義

があるのかなという気がいたします。 

その中において、やはりいま、その中で、教育長も御

答弁いただいた、市内には5,000人の青年の方々がおら

れるということであって、いろんな皆さんがたが、いろ

んな情報をつかみ合いたいというような話もいただきま

した。 

そうなったときに、組織形成ということが、大切にな

ってくるのかなっていう気がいたします。青年団という

のは、地域コミュニティ、これのやっぱり柱にもなって

いくのかなっていう気がいたします。 

よって、組織形成というものに対しては、農村青年、

市街地青年、働く青年、皆さん方を対象として、そして、

町内会だとかまちのなかで働いているその企業の皆さん

方の協力もいただきながら、青年組織形成というのが必

要なのかなという気がいたしますが、教育長の見解をい

ただきたいと思います。 

○議長（北猛俊君） 御答弁願います。 

教育委員会教育長宇佐見正光君。 

○教育委員会教育長（宇佐見正光君） 岡野議員の再々

質問にお答えをさしていただきますけども、それぞれの

機関、団体のですね、組織において、いろんな支援とい

うか、協力とかしてると思います。 

今回私どもも、こういう仮称「青年塾」を立ち上げる

中で、やっぱり、いま、私どもの組織もそうなんですけ

ども、あるいは商工会議所とか商工会とか農業団体とか、

いろんなところがありますし、また青年会議所なんかも

ありますので、またそういうとこともですね、しっかり

横断的に連携を図って、そして立ち上げる際には、そう

いうとこをみんなで調整、協力し合う、そういうのもま

たつくりながらですね、進めていきたいなと、こんなふ

うに思ってるとこでございます。 

○議長（北猛俊君） 続いて質問ございますか。 
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（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長（北猛俊君） 以上で岡野孝則君の質問は終了い

たしました。 

───────────────────────── 

散  会  宣  告 

───────────────────────── 

○議長（北猛俊君） 以上で本日の日程は終了いたしま

した。 

明14日の議事日程は御手元に御配付のとおり、本間敏

行君、今利一君の一般質問を行います。 

本日はこれをもって散会いたします。 

 

午後 2時07分 散会 
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